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 東北大学復興アクション 2011-2021

福島県葛尾村に
植物工場パイロットプラントが竣工

　2018 年に採択された福島県の地域復興実用化開発等促進事
業費補助金「高機能性食品安定供給技術と、それによる高機能
性特産作物販売体系の確立」により、葛尾村に植物工場のパイ
ロットプラントを３棟建設しました。これまで本学で培ってき
た農業 IT を投入し、従来同地域では取り組まれていなかった
熱帯植物のマンゴーの試験栽培と、取組事例が少ない植物工場
での有機トマトの試験栽培を行っています。2019 年にはマン

ゴーの初試食会を行い、福島県内外の報道機関からも高く注目
されました。現在、果実のサイズアップと高糖度化を目標に高
品質な果実の試験栽培を継続しています。

福島県の被災地訪問で交流を促進

　2018 年に採択された大学等の復興知を活用した福島イノベー
ション・コースト構想促進事業「東北大学の復興知を活かす葛
尾村の創造的復興」の一環として、東北大学所属の学生・院生・
留学生に加え、仙台近郊の一般社会人を葛尾村や福島県の被災
地へと案内しました（エクステンションツアー）。これまでにの
べ 324 名が参加し、被災当時や原発事故による避難の影響、ま
た現在の復興状況や課題を直接見て当事者に聞き取りをするな
ど、意義深いツアーとなりました。また、2019 年度には葛尾村
にて小学生向けの IT プログラミング教室を開講し、IT 技術普及
に向けた教育交流を行いました。このように被災地訪問を繰り返
し互いの交流を促進する取組を継続しています。

福島県葛尾村での水稲栽培を通して
村民と交流

　2016 年から葛尾村内に水田を借り、地元農家の協力を得な
がら毎年水稲栽培を行ってきました。2019 年、2020 年には田
植え、稲刈りイベントを開催しました。一般社会人、東北大学
学生、葛尾村と連携協定を締結している郡山女子大学学生とと
もに、これらのイベントを通して村民と交流しながら稲作を体
験しました。また、2019 年の葛尾村感謝祭では東北大学のブー
スを出展し、スペシャルティコーヒーの提供を通じて来場者と
の交流を深めました。今後も村民との交流を図りながら、地域
に貢献できる活動を模索していきます。

復興農学講義をまとめた
デジタルアーカイブ本を刊行・公開

　2014 年に東北復興農学センター
が設立されてから、計 6 期の「復興
農学」講義および実習を開講してき
ました。これまで講義を担当した教
員は述べ 51 名、修了したマイスター
は延べ 463 名になります。2020 年
度はコロナ禍の影響で中止となりま
したが、これまでの講義内容を保存
するべく、デジタル版の本を刊行し、
限定的に公開を開始しました。

コロナ禍にて、新入生、
子ども食堂へ葛尾村産米を寄付

　2020 年新型コロナウイルス感染が拡大する中、福島県双葉
郡葛尾村の東北大学水田で栽培・収穫したお米（福島県育成品
種「里山のつぶ」）を仙台市の子ども食堂（2 カ所に各 30kg）

や 2020 年度入学の新入生を
中心に東北大学農学部・農
学研究科の学生に配布しま
した。本取組は復興農学セ
ンターマイスターや葛尾村
村民の方のご協力を得て実
現しました。

Project 07 地域産業復興支援プロジェクト［東北復興農学センター］

植物工場内で栽培するマンゴーの木 ( 左 ) とトマト ( 右 )

田植えの様子（2019） 稲刈りの際の人力（千歯こき）での
脱穀体験（2020）

葛尾村を訪問した留学生 現地訪問の様子
（津波被災した浪江町の小学校にて）

復興農学テキスト（表紙） 新入生への新米配布会の様子

福島県葛尾村との連携協定締結と
センター分室設置

　農学研究科と福島県双葉郡葛尾村は、農業、畜産及びその他
産業の復興に関する研究、教育及び技術開発を進め、葛尾村の
課題解決のため、そして被災地域全体の活性化に資することを
目的に、2016 年 10 月に連携協力協定を締結しました。また、
新たな教育研究活動の拠点として、村内にセンター葛尾村分室
を設置しました。

モニターツアーを経て、
地域活性化のアイデアを探る

　2016 年秋、マイスター有志が福島県葛尾村での DMO 活動
（地域と共同した観光地域づくり）を行いました。数回に渡り
モニターツアーとして現地を訪れ、地域復興や交流人口の増加
に必要なアイデアについて紹介パンフレットを作製し、提案し
ました。この取組は、2016 年度地域経済産業活性化対策補助
事業として採択されました。

葛尾村分室設置セレモニー 葛尾村指定史跡「磨崖仏」の調査 村民との意見交換会

福島県葛尾村での活動

　福島県葛尾村は震災前の人口が約 1,500 人の小
さな村で、東日本大震災の福島第一原子力発電
所事故により、全村避難を余儀なくされました。
2016 年 6 月に避難指示が一部解除されましたが、
2020 年 11 月 1 日時点で帰村している村民は約
326 人に留まっています。そのため、人口減少に
伴うコミュニティ及び産業の衰退という大きな課
題を抱えており、課題解決に必要なリソースや新
たなアイデアが必要です。
　そこで葛尾村と農学研究科では、2014 年より

「東北大学菜の花プロジェクト」並びにメタン発
酵システム等のノウハウを生かして、復興・まち
づくりに関するアドバイスを行ってきました。そ
れをきっかけに連携協定を締結し、復興農学講義
受講生の訪問やフィールド実習の実施など、約
160km の距離を越えて一層の関わり合いを深め
てきました。2016 年からは、葛尾村を実証フィー
ルドとした復興補助や実用化を実施しており、教
育面だけでなく研究面でも復興に向けた新たな取
組を展開しています。

葛尾村での復興補助事業の概要

◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆
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　本プロジェクトでは、地域の自治体・関係機関等との連携
のもと、文部科学省や経済産業省等、国の復興施策を積極的
に活用し、被災した東北地方の企業を多面的に支援するとと
もに、被災地の産業復興に繋げるため、東北大学のシーズを
産学連携の枠組みで事業化することを目的とします。

復興産学連携推進プロジェクト

Project  08



東北発　素材技術先導プロジェクト

2012	 10	 東北発素材技術先導プロジェクトシンポジウム開催（年 1回、～ 2017.1）

■超低摩擦技術領域

2012	 10	 グリーントライボ・イノベーション・ネットワーク（GRENE）と
	 	 連携したシンポジウムを開催（2012.10、2013.10、2015.11）

2013	 4	 設備の使用説明会開催・共用開始
	 4	 第 1 回地域連携交流会を開催、技術相談の開始

2014	 4	 宮城産業技術総合センター、地域企業 5社との連携研究（～ 2017）

2015	 4	 東北経済連合会（ビジネスセンター）
	 	 「新事業開発・アライアンス助成事業」採択
	 7	 経済産業省「戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）」採択

2016	 10	 東北発素材技術先導プロジェクト超低摩擦技術領域 産官学連携
	 	 シンポジウム開催

2017	 3	 東北発素材技術先導プロジェクト 超低摩擦技術領域 研究報告会開催

■超低損失磁心材料技術領域

2014	 6	 電力損失の大幅削減可能なナノ結晶軟磁性材料の開発に成功
	 9	 産学連携先端材料研究開発センター（MaSC) の開所
	 12	 高効率モータの世界最高水準の省エネ性を実証

2015	 11	 完全レア・アースフリー FeNi 磁石の作製に成功
	 11	 「東北マグネット インスティテュート（TMI）」設立

2016	 2	 革新的ナノ結晶合金NANOMET® を用いたモータ搭載圧縮機の試作に成功

■希少元素高効率抽出技術領域

2013	 11	 レアメタルのリサイクル技術に関する国際ワークショップの開催

2015	 2	 LIBS ソーター試作機設置
	 8	 リサイクルビジネスの新展開を目指す自動車リサイクルに関する
	 	 技術セミナー開催

2016	 2	 新しい E-Scrap リサイクルシステムセミナー開催
	 6	 東北貴金属リサイクルフォーラム開催（2016.6-2017.2）
	 6	 貴金属抽出分離研究会開催（2016.6、2017.1）

地域イノベーション戦略支援プログラム

■次世代自動車宮城県エリア

2012	 9	 次世代自動車宮城県エリア発足会議
	 12	 みやぎ復興パーク開所

2014	 4	 自動車産業地域形成に向けた産学官連携推進公開シンポジウム開催

2015	 2	 被災地での EVカー活用の見学ツアー in 石巻を実施

2017	 2	 クロージング・シンポジウム開催

■知と医療機器創生宮城県エリア

2012 	 7	 企業及び医療従事者を対象とした医療機器産業創出に向けた
	 	 調査の開始（計 24回）
	 11	 キックオフミーティング開催

2013	 3	 医療機器視察会開催（計 15回）
	 5	 みやぎ医療機器創生塾開催
	 	 （入門編：10回、初級編Ⅰ：5回、初級編Ⅱ：4回、初級編Ⅲ：5回）

2014	 7	 みやぎ医療機器創生産学官金連携フェア開催（年 1回、～ 2016.7）

2015 	 11	 講演会「医療福祉機器産業に必要なイノベーションスキル」開催

2017	 3	 総括報告会開催
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最先端の科学技術を
活用する産学協働による
超低摩擦研究

　摩擦低減技術は、自動車分野をはじ
め、あらゆる産業分野や生活環境にお
ける効率的なエネルギー活用と安心・
安全の鍵であり、低炭素社会実現の観
点からも極めて重要です。本技術領域
において、産学の研究者と技術者が科
学的な視点から、超低摩擦界面に着目
して、ナノレベルで摩擦現象を解明し、
それに基づく超低摩擦技術の開発を進
めてきました。

分野融合による
実用低摩擦材料・界面設計技術の開発

　「設計」「計測技術」「シミュレーション技術」などの世界最
高の研究手法を用い、「油潤滑」においては潤滑油添加剤の
MoDTC から MoS2 の生成を促進する基材、｢水潤滑｣ におい

ては水中で低摩耗・低摩擦を示す DLC、「固体潤滑」では高分
子摺動材のトライボケミカル反応の解明に基づく低摩耗複合樹
脂の開発に成功し、プロジェクト終了後も参画企業による事業
化が検討されています。また、摩擦現象の解明にも様々な成果
が得られています。

これまでの取組 復興産学連携推進プロジェクト

対象技術
ピストンや軸受など
⾃動⾞部品の摩擦損失低減

再⽣エネルギーを創出する
オイルフリー機器

低酸素・低湿度・⾼真空
環境下での摩耗量低減

基盤研究に基づく技術課題の解決と新技術の創出

世界最⾼の装置と研究⼿法を基盤研究テーマとして開発・提供

設計グループ 計測グループ シミュレーショングループ

摩擦しながら化学変化をモニター
世界最新装置の設計・製作

摩擦⾯その場観察⽤
X線光電⼦分光（XPS）装置

・摩擦現象を分⼦レベルで解明
・低摩擦潤滑油の最適化

共振カーブの物理モデル解析により得られた
潤滑油・添加剤の粘性パラメータ（⾯圧依存性）

従来全く分かっていなかった
摩擦を計算機を使って理解

摩擦現象を電⼦・原⼦レベルで解明できる
シミュレーターの開発・⾼速化を完了

⾷品⽤空気圧縮機

■超低摩擦技術領域

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

東北発 素材技術先導プロジェクト
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1mm幅幅薄薄帯帯【【従従来来】】

5mm幅幅薄薄帯帯【【従従来来】】 50mm幅幅薄薄帯帯 80mm幅幅薄薄帯帯 120mm幅幅薄薄帯帯

Project 08 復興産学連携推進プロジェクト

屋根用雪滑り塗料「陸王」の開発

　KF アテイン株式会社との共同研究により、雪滑り塗料「雪
王」の着雪防止機構を解明し、性能を維持したまま、塗布後の
乾燥時間を 48 時間から 40 分へ短縮した塗料の開発に成功し
ました。また、「雪王」を改良した屋根用塗料「陸王」を開発し、
商品化しています。

ネジ供給機の開発

　株式会社大武ルート工業が開発したネジ供給機のレール素材
の摩擦研究を支援し、微細なネジを安定して供給できる装置の
設計を進め、ネジ径１mm 以下に対応したマイクロネジ供給機
を開発しました。

SiC 研磨技術の開発

　株式会社ティ ･ ディ ･ シーと共同で、半導体の低価格化に貢
献し、多結晶炭化ケイ素（SiC）の研磨の高度化・高速化・大
口径化技術の確立と装置を開発しました。

超低損失磁心材料技術の
研究領域

　地球規模でのエネルギー消費量削減のため、電力輸送から日
常電化製品までのあらゆる分野で電力効率を改善することが求
められており、特にモータやトランスに代表される磁気応用製
品の電気－磁気変換に伴う磁心損失（エネルギーロス）は、全
電力消費量の 3.4％に達し、大きな割合を占めています。本技
術領域では、この磁心損失低減という課題に対し、極限まで低
い磁心損失を実現しうる革新材料の研究開発を行い、東北地域
の産業活性化につなげます。

革新的ナノ結晶合金
NANOMET® の開発

　極限まで低い磁心損失を実現しうる磁心材料として、特異な自
己組織化ナノヘテロアモルファス構造のナノ結晶化を利用した新
ナノ結晶合金「NANOMET®」を生み出しました。NANOMET® は、
強磁場を必要とする用途にて活躍が期待され、送電網に用いる大
電流トランスや、モータでの利用に特に大きな貢献が見込まれ、
これらの磁心にナノ結晶材料を適用した場合、エネルギー消費量
の大幅な削減に寄与することが期待されます。パナソニック株式
会社と共に、世界で初めて NANOMET® を用いたモータの試作に
成功し、さらにものづくり面で工夫を加え、NANOMET® を用い
て製作した量産品と同等のモータを搭載する圧縮機を試作し、そ
の省エネルギー性能の実証に成功しました。従来の電磁鋼板（ケ
イ素鋼板）を使用したモータに比べ、約３％の効率改善を実証し、

世界最高水準の高
効率モータ及び高
効率圧縮機が実現
可能であることを
確認しました。

超低摩擦技術セミナー、
産官学連携シンポジウムを開催

　本領域では、宮城県産業技術総合センターと共に “ 表面・界面
とは？ ” や “ 摩擦技術がどのように役立つかとその評価方法 ” をご
紹介し、身近な製品開発・技術開発に係わる課題とその解決、地
域の産業振興の可能性を考えてきました。その第一歩となる本セ
ミナー「新産業を拓く表面・界面・摩擦の世界」では、プロジェ
クト紹介とあわせて、基盤である「表面・界面・摩擦」をわかり
やすく説明しました。また、超低摩擦技術領域 産官学連携シンポ
ジウムを開催し、地域の皆様に研究内容をご理解いただくとともに、
展示による参画企業間の交流を図り、地域振興を進めました。

屋根用雪滑り塗料「陸王」 自動ネジ供給機に使われるレール

雪が付着しにくくなる塗料「雪王」

マイクロネジ供給機

さまざまな材質に対応し、ナノオーダーの品質保証をしている研磨技術

高飽和磁束密度と
超低損失の両立

セミナーの様子 パネル展示の様子

電力損失の大幅削減可能な
ナノ結晶軟磁性材料の開発

　既存材料を凌駕する高飽和磁束密度や低鉄損等の優れた磁
気特性を有するナノ結晶軟磁性合金を新たに開発し、50mm、

80mm を経て、120mm 幅広薄帯の作製に成功しました。この
ナノ結晶軟磁性合金薄帯で製作される磁心（トランスやモータ
等に用いられる鉄心）は超低損失特性を示し、電力伝送のロス
を大幅に削減や、家電製品の消費電力低減に大きく貢献すると
期待されます。

幅広薄帯の製造プロセス開発

■超低損失磁心材料技術領域

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆ 東北発 素材技術先導プロジェクト
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イオン溶液を利用した
新規抽出プロセスの開発

　選別した電子部品に含まれる元素を精製するためには、化学
的に抽出することが必要です。この抽出部材から目的元素を抽
出分離し精製する方法として、イオン液体や目的別新規抽出剤
による化学抽出の研究を行い、白金属系元素と希土類元素の分
離抽出ができる数種類のイオン液体を開発し、その分離特性を
実証しました。

E-scrap リサイクル産業への貢献

　本領域では、E-scrap リサイクル産業への基礎試験から実用プ
ロセスへの貢献を目標とし、企業への支援や様々な技術セミナー
を開催してきました。震災被害を受けた企業に対して、貴金属
回収率向上に向けた共同研究を行いました。また、廃自動車や
廃小型家電等からの E-scrap リサイクルをテーマとしたセミナー
を開催し、拠点の見学会により開発技術を紹介してきました。一
方、収集システムの構築の為に、宮城県の希少金属等有用金属
リサイクルシステム構築大学連携事業を開始しました。

イオン液体による効率的な分離抽出

東北貴金属リサイクルフォーラムの様子

ELV リサイクルセミナーでの見学会の様子

将来の自動車産業を支える人材育成

　本人材育成プログラムは、多人数制の Basic Phase と、少
人 数 制 の Advanced Phase の 2 つ の Phase か ら 成 り ま す。
Basic Phase では、企業等の専門家にご講演いただくととも
に、産学官の自動車産業に関係する方々の交流の場となりまし

た。Advanced Phase では、受講者の経験や知識、実際の業務
内容等を面接時に確認し、それぞれの教員が受講者にあったカ
リキュラムを組み、講義や最先端機器を利用しての実習を行い
ました。また、研究紹介ラボツアーや地域企業ツアーを実施す
るなど、幅広い活動を行いました。

LIBS ソーティング技術の開発

　部品の種類毎に含まれるレアメタルが異なるため、基板より
分離した電子部品を選別する技術が必要です。そこで、LIBS

（Laser InducedBreakdown Spectroscopy）分析法を用いて、

小さな部品一つ一つにレーザーを照射して分光器でスペクトル
を測定、元素を同定して目的元素を含む部品を選別することの
できる LIBS ソーティングシステム技術を開発し、レーザーに
よるピンポイントでの迅速分析が出来る選別装置の実証機を製
作しました。 次世代自動車のための

産学官連携イノベーション
大学発の新製品・新システムの開発

　東日本大震災からの復興、再生の鍵として、次世代自動車に
対する期待が拡がっています。本地域イノベーション戦略では、
東北大学をはじめとした世界最先端のシーズ・技術を活用し、

宮城県を中心とする東北地方を中長期的にも自動車産業の一大
集積地域として持続的に発展できるよう、次世代自動車のため
の研究開発拠点を目指し、本学では 40 余の研究室が連携し、
自治体、金融機関及び企業とともに人材育成及び機器共用事業
等を実施しました。引き続き地域の関連企業の技術力強化、震
災による被災復興を強力に推進します。

■研究紹介ラボツアー
自動車開発に携わる地域企業の方々に研究内容を紹介するラ
ボツアーを実施し、大学の研究者と直接交流・情報交換をす
ることによって当事業への関心を高めていただきました。

■夏季合宿講座
学生がより主体的に参加できるよ
う、人材育成プログラムの一環とし
て夏季学生合宿を開催しました。次
世代自動車関連の取組の最新状況に
ついて相互理解を深めるとともに、
学内シーズと地域ニーズとのマッチ
ングをテーマに、ワークショップ形
式でのグループ討論・発表を行いま
した。

LIBS ソーティングシステムの概要

■地域企業ツアー
地域企業を訪問する地域企業ツアーを 12 回（計 22 企業）実
施し、企業の方々のご説明を伺うことによって地域企業の現
状を把握することができました。

■次世代自動車宮城県エリア

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆ 地域イノベーション戦略支援プログラム
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被災地での EV カー活用の見学ツアーを実施

　災害に強いコミュニティを目指した被災地での住民の足確保
に向けた EV 導入事例や、民宿、蒲鉾工場での充電システムと
EV 活用事例を見学しました。実際に現地に足を運んで被災地
の現状を確認し、EV が活用され、地域のコミュニティに役立っ
ている様子を見学するとともに、次世代自動車の開発における
今後の課題をより明確にすることができました。

リバーストライクモビリティの開発

　リバーストライクモビリティは、前輪 2 輪、後輪 1 輪の三
輪自転車を自動車（EV）化したもので、①ペダル走行、②電
動アシスト走行、③ EV 走行の 3 通りを使い分けることができ

ます。特に、高齢化が
進む地方都市や山間部
において、地域住民の
新しい移動手段となる
ことを狙いとし、カー
ブを曲がる際の倒れの
抑制、乗降時のロック

（ブレーキ）等、高齢
者にとっての安全性の
向上を図りました。

みやぎ復興パークが開所

　施設見学型研究拠点として宮城県多賀城市に整備した「みや
ぎ復興パーク」は、被災した製造業・福祉施設・サービス業等
を営む中小企業者等のほか、起業者や新たな地域産業の創出を
目的とした大学の研究機関等が入居するイノベーション創出拠
点です。小型電気自動車等の研究成果の公開や、大学等の保有

する機器の地方共用化を行っており、国内外から多くの方々が
視察に訪れています。（関係企業数 23 社）

万石浦仮設住宅で使用している EV

電動リバーストライク

安倍内閣総理大臣視察

イギリス自治体幹部視察

経団連会長の視察電気自動車

ドライビングシミュレータ（DS）を
活用した高速道路の逆走問題への対応

　国土交通省東北地方整備局仙台河川国道事務所とドライビン

グシミュレータを活用した共同研究を行いました。その研究成
果は、三陸自動車道河北インターチェンジの導入路におけるカ
ラー舗装化として採用され、県内高速道路における逆走ゼロへ
の効果的な施策として注目されています。

次世代自動車国際シンポジウム

　2013 年から年に 1 度、国内外から次世代自動車に関わる講
演者を多数招き、国際シンポジウムを開催しました。海外から
の講演者は欧州、米国、アジアと幅広く、また講演内容は燃料
電池や電気自動車、法的問題、ビッグデータの活用、MEMS、
ロボットテクノロジー等と多岐にわたりました。

クロージング・シンポジウム

　2017 年 2 月にウェスティンホテル仙台を会場にクロージン
グ・シンポジウムを開催し、震災から現在まで、さまざまな形
でご参画・ご尽力頂いた産学官金の多くの方々にご参加頂きま
した。東北大学における次世代自動車研究の取組についての講
演や、本プロジェクトの 5 年間の成果報告がなされました。

対策前 ドライビングシミュレータ実験 対策後

▶ ▶

会場の様子

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆ ◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆
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国際競争力をもつ
医療機器産業クラスターの創生

　高度な技術が要求されるうえに知識集約型・高付加価値製品
である医療機器を、継続的に開発・事業化する医療機器創生拠
点を形成することを目標に揚げ、その基盤構築を目的としてい

ます。5 つのテーマのもと研究開発を行い、計 8 件（機器 4 件、
遺伝子検索 PAS1 件、機器開発用ファントム 1 件、研究用試薬
1 件、解析技術開発 1 件）の商品化・事業化を達成し、ベンチャー
企業が 2 社設立されました。また、地域のものづくり中小企業
がパーツクラスター構築を通じてこの活動に参加しています。

産学官連携で
様々な人材育成プログラムを実施

　これから医療機器製造に参入しようとする企業の経営者・技
術者の皆様を対象に、医療機器製造のノウハウを理解していた
だき、製品化、産業化を目指していただくための「みやぎ医療
機器創生塾」を定期的に開催し、延べ 1,005 名の皆様にご参加
いただきました。企業のニーズを的確に把握して次の開催に生
かすため、開催の都度アンケートを実施し、効果的なプログラ
ムの実施につなげました。また、セミナー・勉強会等を動画で

撮影し、WEB で広く公開しています。また、臨床現場、医療
機器業界において、イノベーションを具現化できる力、日本を
牽引できる人材の育成を目的とした医工学セミナーの開催や、
企業関係者を対象にした本学の医療機器の視察会を定期的に開
催しました。他にも、講演会「医療福祉機器産業に必要なイノ
ベーションスキル」を開催し、コミュニケーションスキルの一
手法である「コーチング」が医工創生の現場でどのような成果
や可能性をもたらすか、コーチング技能の研修を受けた管理者
の方々からご講演いただき、意見交換を行いました。

5 つの研究開発テーマ

みやぎ医療機器創生塾の様子 鋼製手術用器具の視察会 高機能患者シミュレータを用いた実技体験

遺伝子検索ツール「STH-PAS」の開発

　各種感染菌の遺伝子検査マーカーは次々に開発されています
が、実際の医療現場で誰でも簡単に検査できる技術は未だ確立
されていません。特に、発展途上国などの多くの感染症患者を
抱えるものの、高額な検査インフラの整備が望めない国での切
実なニーズには応えられていないのが実情です。このニーズに
応えるべく、様々な感染症を簡便、迅速かつ安価に検査するこ
とができる遺伝子検査ツール「STH-PAS」を開発し、販売し
ています。

抗がん剤自動混合調製装置
「AccuDisp」の開発

　注射用抗がん剤の混合調製は安全キャビネットを用いる無菌
的環境下で薬剤師が行うことが推奨されていますが、病棟の
オープンなスペースで医師や看護師が混合調製作業を実施して
いる医療機関も多く、抗がん薬を取り扱う医療従事者の化学曝
露の問題も指摘されています。この問題を解決するため、既存
の安全キャビネット内に収納可能な高機能抗がん剤自動混合調
製装置「AccuDisp」を開発しました。本装置の市販化により、
無菌性の担保調製に携わる医療従事者の化学曝露防止が可能な
ばかりか、機械化に伴う調製精度の向上によって、医療の質の
向上と業務の効率化も図ることができます。

STH-PAS AccuDisp

高効率磁気刺激リハビリ装置
「PathleaderTM」の開発

　損傷や病気によって四肢の筋肉が麻痺してしまった末梢神経
を高頻度のパルス磁気を用いて刺激することにより、動かすこ
とのできなかった筋肉の動作を誘発することができます。この
現象を利用して、四肢のリハビリテーションを支援するための
磁気刺激リハビリ装置「PathleaderTM」を開発しました。こ
れまでの麻痺患者へのリハビリ手法の一つである電気刺激は、
電極を肌に直接当てる必要があり、しびれや痛みを伴うことが
ありました。本機器は、磁気刺激を用いることにより、衣服の
上からでも患部を刺激することが可能で、痛みもなく、また電
気刺激と比べて体の深部まで刺激することが可能です。 PathleaderTM

■知と医療機器創生宮城県エリア

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆

◆◆◆◆◆◆◆◆地域イノベーション戦略支援プログラム
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構成員提案型プロジェクト

被災者支援
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被災状況
把握・調査 復旧・復興活動

防災・減災対策
社会・情報
インフラ整備

+

　「復興アクション 100+（プラス）」は東北大学
教職員が自発的に取り組む 100 以上の復興支援プ
ロジェクトの総称です。
　「震災からの復旧・復興のために、自分にできる
ことは何か？」という自らへの問いに向き合って
きた、私たち一人ひとりの思いから生まれたもの
です。私たち東北大学は、被災地域の中心に位置
する総合大学として、それぞれの専門分野の強み
や特色を活かし、多様な取組を続けています。
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●パニックとデマ被害の防止 
～被災者の抑制的行動の源泉を探る［文学研究科］　 活動終了

●「災害ボランティア」インターンシップ計画 
［文学研究科］　 活動終了

●「縁側で『こんにちは』」プロジェクト［文学研究科］　 活動終了

●災害時の犯罪心理［文学研究科］　 活動終了

●心の相談室［文学研究科］　 活動終了

●「臨床宗教師」養成プログラムの開発と社会実装［文学研究科］

●芸術を通じた復興活動支援［文学研究科］

●東日本大震災被災地域の教職員へのサイコロジカル・エイド 
［教育学研究科］　 活動終了

●震災子ども支援室（Ｓ - チル）［教育学研究科］

●臨床心理相談室［教育学研究科］　 活動終了

●学生による法律相談［法学研究科］　 活動終了

●震災法律相談Ｑ＆Ａの充実［法学研究科］

●放射線測定実習セミナー［理学研究科］　 活動終了

●災害の学理：市民講演会［理学研究科］　 活動終了

●学校再生のための出前授業［理学研究科］　 活動終了

●被災者の健康調査と保健指導［医学系研究科］

●被災地における地域口腔健康推進システムの運用と口腔健康の
動態の解析［歯学研究科］

●被災地における新時代マルチレベル健康推進教育事業 
［歯学研究科］

●放射線及び放射能のメンタルケア［薬学研究科］　 活動終了

●放射能汚染地域に住む子供のエンカレッジプロジェクト 
―実用的放射線防護教育の普及をめざして― 

［薬学研究科］　 活動終了

●福島第一原子力発電所事故後の Public Understanding（科学の
公衆理解）への取り組み［薬学研究科］

●被災外国人支援［国際文化研究科］　 活動終了

●被災地の学生への教育支援プログラム［生命科学研究科］　
活動終了

●修学児童への学習支援［環境科学研究科］　 活動終了

●気仙沼地域復興のための教育プログラムの検討 
［環境科学研究科］　 活動終了

●東北地方での医療復興への協力［医工学研究科］

●ソーシャルキャピタルを向上させ、地域の復興につなげる 
［医工学研究科］　 活動終了

●避難所・仮設住宅地域における高齢者健康相談事業、気仙沼市
における仮設住宅における日常生活機能の前向きコホート調査
研究［加齢医学研究所］　 活動終了

●スマート・エイジング出前カレッジ（東北大学サイエンスカフェ・
スペシャル）［加齢医学研究所］　 活動終了

●震災の避難所、仮設住宅における突然死予防支援［加齢医学研究所］

●情報通信再構築による震災の避難所、仮設住宅における診療支援
［加齢医学研究所］

●東日本大震災の被害と復興の記録［文学研究科］　 活動終了

●今こそ自分たちの目で見て考えよう！震災と被災地を風化させな
いための南三陸町国際スタディツアー［文学研究科］　 活動終了

●被災文化財の調査及び支援［文学研究科］　 活動終了

●東北地方太平洋沖地震の被害状況及び復興過程の社会経済的分析
［経済学研究科］　 活動終了

●東日本大震災等による医療保健分野の統計調査の影響に関する
高度分析と評価・推計［経済学研究科］　 活動終了

●東日本再生ヴィジョン展［経済学研究科］　 活動終了

●教育・研究現場における、震災からの復興状況の各種メディア
への積極的配信［理学研究科］　 活動終了

●復興と鉱物、放射性物質汚染除去と鉱物［理学研究科］　 活動終了

●震災状況国際情報発信ネットワーク［理学研究科］　 活動終了

●東日本大震災の現状速報と地理学的分析の海外発信 
［理学研究科］　 活動終了

●被災地の環境放射能の長期モニタリング ( 女川 ) 
［理学研究科］　 活動終了

●災害後の社会の情報ニーズと理学情報発信 
［理学研究科］　 活動終了

●三春「実生」プロジェクト：草の根放射線モニター 
［理学研究科］　 活動終了

●被災地の環境放射能の長期モニタリング ( 福島 )［理学研究科］

●自生キノコの放射能測定［理学研究科］

●登米プロジェクト［医学系研究科］　 活動終了

●有機塩素系化学物質曝露と次世代の健康リスク評価 
―胎児、新生児の発育・発達を指標とした地域再生プロジェクト―

［医学系研究科］　 活動終了

復興アクション 100+

　被災者支援

　被災状況把握・調査
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●被災地の保健行政機能の復興支援～復興過程の映像記録を基に
して～［医学系研究科］　 活動終了

●歯を用いたヒト内部被曝歴の解析－福島・宮城県在住幼少児脱
落乳歯を用いた線量評価－［歯学研究科］　 活動終了

●被災動物の包括的線量評価事業［歯学研究科］　 活動終了

●歯を用いた包括的被ばく線量評価［歯学研究科］　 活動終了

●歯を用いた福島県在住小児の被ばく線量評価事業［歯学研究科］

●大気中、海水、土壌及び植物中の放射線及び放射能のモニタリング
［薬学研究科］　 活動終了

●東京電力福島第一原子力発電所事故による宮城県子供の被ばく
線量調査研究［薬学研究科］　 活動終了

●被災した学校施設の被災度判定および復旧支援・構造設計・耐
震補強設計に対する提言［工学研究科］　 活動終了

●若林区荒浜地区震災遺構保存活用に関する調査研究 
［工学研究科］　 活動終了

●宮城県沿岸の漁場環境の共同調査［農学研究科］　 活動終了

●放射線影響に関するリスクコミュニケーションの評価 
［農学研究科］　 活動終了

●東北大学川渡フィールドセンター草地における放射性セシウム
汚染の動態調査と耕起除染の効果の検証［農学研究科］

●被災地における獣害の実態とその対策［農学研究科］

●復興計画策定における合意形成の迅速化に関する研究：被災者
の意見変容過程の解明［国際文化研究科］　 活動終了

●復興計画に対するコンフリクト要因の解明 
［国際文化研究科］　 活動終了

●エコシステムの防災機能に関する調査 
［国際文化研究科］　 活動終了

●フクシマ・チェルノブイリ　プロジェクト［国際文化研究科］

●東日本大震災の被災地における津波に対するレジリエンスイン
デックスの作成［国際文化研究科］

●東日本大震災に対するロボットの適用と災害対応技術の研究 
［情報科学研究科］

●海と田んぼからグリーン復興プロジェクト「市民参加型で行う被
災水田と沿岸生態系の生物多様性モニタリング」［生命科学研究科］

●土壌環境放射能のモニタリング［環境科学研究科］　 活動終了

●津波堆積物の重金属類のリスク評価と対策技術 
［環境科学研究科］　 活動終了

●地震・津波に伴う新たな地下水・土壌汚染発生調査 
［環境科学研究科］　 活動終了

●県内農林水産物、土壌、廃棄物中の放射能測定 
［環境科学研究科］　 活動終了

●放射線測定支援［金属材料研究所］

●被災動物の包括的線量評価に関する事業 
［加齢医学研究所］　 活動終了

●海底地震観測および海底地殻変動観測の推進 
［災害科学国際研究所］　 活動終了

●被災地メンタルヘルス支援プロジェクト 
［災害科学国際研究所］　 活動終了

●七ヶ浜健康増進プロジェクト［災害科学国際研究所］

●東日本大震災復興システムのレジリアンスと沿岸地域における
津波に対する脆弱性評価［災害科学国際研究所］　 活動終了

●南三陸町における東日本大震災発生後の職員初動体制の検証 
［災害科学国際研究所］　 活動終了

●東日本大震災復興の検証と自然災害リスクを考慮した 21 世紀の
都市誘導施策［災害科学国際研究所］

●東北大学震災体験記録プロジェクト 
［東北アジア研究センター］　 活動終了

●東日本大震災の被災地における民俗文化の復興をめぐる地方行
政とその支援にかかわる方法論の探求 

［東北アジア研究センター］　 活動終了

●東日本大震災後の復興過程に関わる地域社会比較と民族誌情報
の応用［東北アジア研究センター］　 活動終了

●自然災害と宗教［文学研究科］

●東日本大震災の被災地における方言生活支援事業［文学研究科］

●壊滅的な被害を受けた地域の「町作り構想」 
［法学研究科］　 活動終了

●ボランティア支援［法学研究科］　 活動終了

●風評被害を克服する食料生産・供給体系の構築に関する調査研究 
［経済学研究科］　 活動終了

●魚市場復興支援［経済学研究科］　 活動終了

●みやぎボイス 2016 出版［経済学研究科］　 活動終了

●復興支援員の派遣・自治体復興まちづくり支援［経済学研究科］

●地震・地殻変動観測網の復旧活動［理学研究科］　 活動終了

●被災理科実験用器具支援活動［理学研究科］　 活動終了

●被災地自治体の実動におけるデータの活用を促進するデータ・
マネジメント支援［医学系研究科］　 活動終了

●被災地の薬剤業務支援［薬学研究科］　 活動終了

●被災建築物復旧再建支援事業（非木造）、被災度や復旧可能性
の判定法［工学研究科］　 活動終了

●せんだいスクール・オブ・デザイン 連続ワークショップ「復興
へのリデザイン」［工学研究科］　 活動終了

●仙台市若林区荒浜地区における新たな地域運営手法の調査・検討 
［工学研究科］　 活動終了

●廃止措置のための格納容器・建屋等信頼性維持と廃棄物処理・
処分に関する基盤研究及び中核人材育成プログラム 

［工学研究科］　 活動終了

●せんだい 3.11 メモリアル交流館［工学研究科］　 活動終了

●放射性物質によって汚染された環境の再生技術の開発 
［工学研究科］

●食・農・村の復興支援プロジェクト［農学研究科］　 活動終了

●東北復興農学センターの設置準備［農学研究科］　 活動終了

●菜の花プロジェクト［農学研究科］　 活動終了

●地域の復興・都市計画［農学研究科］　 活動終了

●農林水産業の復興［農学研究科］　 活動終了

●食育、環境教育に対する支援［農学研究科］

●津波塩害農地復興のための菜の花プロジェクト 
［農学研究科］　 活動終了

●生体除染［農学研究科］　 活動終了

●震災廃棄物の現状調査と適正処理・再資源化のためのガイドラ
イン及び政策提案（案）作成［国際文化研究科］　 活動終了

●復興計画にみる持続可能な地域計画の成立要件：持続困難型計
画と持続可能型計画の比較［国際文化研究科］　 活動終了

●震災復興のための廃棄物の適正処理と再資源化の現状調査と提
言－国際協力モデル構築に向けて－［国際文化研究科］　 活動終了

● Dust my broom Project［国際文化研究科］

●復興教育支援事業 (SDGs 教育支援 )［国際文化研究科］

●災害地域貢献 ICT プロジェクトによるグローバル人材育成（東
北大学 ASIST）［情報科学研究科］　 活動終了

●研究・実験スペース、生物飼育施設、実験器具等の利用を無償
で提供［生命科学研究科］　 活動終了

●土壌中の放射性物質の動態解析とその除去 
［環境科学研究科］　 活動終了

●津波堆積物の再利用による耐震性地盤材料の開発と人工地盤造
成による創造的復興に関する研究［環境科学研究科］　 活動終了

●被災地域へのライフスタイル・デザイン手法の導入 
［環境科学研究科］　 活動終了

●被災地域におけるライフスタイルに基づいた新しいテクノロジー
創出［環境科学研究科］　 活動終了

●津波堆積物からの有害物質の除去［環境科学研究科］

● REDEEM: 医療工学技術者創成のための再教育システム 
［医工学研究科］　 活動終了

●最先端設備等の共同利用［金属材料研究所］　 活動終了

●福島原発の現状分析と事故の中長期的対応策の提案 
［流体科学研究所］　 活動終了

●高機能マイクロバブルおよび放電気泡ジェットによる水処理技術
の開発［流体科学研究所］　 活動終了

●ネットワーク型共同研究拠点の仕組みを活用した産業復興への
分析・計測機器支援［多元物質科学研究所］　 活動終了

●鉄鋼スラグを用いた沿岸部田園地域の再生 
［多元物質科学研究所］　 活動終了

●対放射線高分子分離膜を用いた放射性物質汚染除去プロジェクト
［多元物質科学研究所］　 活動終了

●福島原子力発電所事故に関する技術支援プロジェクト 
［多元物質科学研究所］　 活動終了

●ジオパーク（宮城）の推進［災害科学国際研究所］　 活動終了

●国際イノベーションワークショップの開催及び研究推進構想「津
波エネルギーの散逸・制御と最大波高の緩和のための新たな総
合的アプローチ」［未来科学技術共同研究センター］　 活動終了

●環境中の放射性セシウムの動態把握 
［サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター］

●震災復興のための遺跡探査推進［東北アジア研究センター］

●災害人文学ユニット［東北アジア研究センター］

●東日本大震災後のコミュニティ再生・創生プロセスと持続可能
性に関する実証的共同研究［東北アジア研究センター］　 活動終了

●被災博物館レスキュー活動［学術資源研究公開センター］

●環境放射線測定のアルゴリズムの開発［電子光理学研究センター］

●震災に耐える化学実験室の設計に向けて ( シンポジウム ) 
［理学研究科］　 活動終了

● 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生メカニズムに関する研究
成果の社会への還元［理学研究科］

●重層的フェイルセーフシステムを備えた社会実現のための社会
基盤構築に関する研究［工学研究科］　 活動終了

　復旧・復興活動

　防災・減災対策
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●防災および減災を目的とするセンサ・コミュニケーション・ソ
サエエティの構築［工学研究科］　 活動終了

●震災構造物の破壊クライテリアの分析と高信頼・高強度化設計
指針の構築［工学研究科］　 活動終了

●震災関連住宅における健康影響の低減対策に関する研究 
［工学研究科］　 活動終了

●電気が利用できない非常時におけるエネルギー確保術の構築 
［工学研究科］　 活動終了

●福島第一発電所使用済燃料プール設備の腐食損傷評価と保全 
［工学研究科］　 活動終了

●東北地方太平洋沖地震被害調査に基づく既存不適格鉄骨造体育
館の耐震改修効果の検証と課題抽出［工学研究科］　 活動終了

●高信頼分散エネルギー供給システムと防災地殻利用システムの
研究開発［工学研究科］　 活動終了

●震災遺構仙台市立荒浜小学校［工学研究科］　 活動終了

●山元町震災遺構中浜小学校［工学研究科］　 活動終了

●（仮称）山下地区地域交流センター防災情報コーナー展示品等
整備事業基本計画策定支援業務［工学研究科］　 活動終了

●（仮称）山下地区地域交流センター防災情報コーナー展示品等
制作・設置業務［工学研究科］　 活動終了

●災害情報検証および情報弱者支援プロジェクト 
［情報科学研究科］　 活動終了

●被災地の映像記録に基づく被災と復興の時空間モデリング 
［情報科学研究科］　 活動終了

●災害および地球環境変動に強い地域計画への参画 ･ 支援提案 
［生命科学研究科］　 活動終了

●災害廃棄物処理・リサイクルマネジメント・技術提案 
［環境科学研究科］

●防災技術の開発［流体科学研究所］　 活動終了

●地震発生に係わる海底地層応力測定法の開発［流体科学研究所］

●リモートセンシングと空間情報処理による広域津波被災地の被
害全容解明と復興モニタリング、および次世代津波被害予測技
術への展開［災害科学国際研究所］　 活動終了

●震災エピソードの教材化：認知心理学的アプローチ 
［災害科学国際研究所］　 活動終了

●みんなの防災手帳［災害科学国際研究所］

●災害リスク軽減とレジリエンスのための建築と都市デザイン 
［災害科学国際研究所］

●熊本地震地滑り地域のレーダモニタリング 
［東北アジア研究センター］　 活動終了

●公共政策大学院　ワークショップⅠ　プロジェクトＡ 
［法学研究科］　 活動終了

●災害対策法制の再検討［法学研究科］

●安全安心社会構築の数理モデル探索［理学研究科］　 活動終了

●持続可能な東北地方の空間構造の形成に向けた基礎研究 
［理学研究科］　 活動終了

● 1000 年周期の巨大地震、巨大津波発生メカニズムの解明に向け
た国際ネットワーク［理学研究科］　 活動終了

●被災地の保健機能復興と経験共有［医学系研究科］　 活動終了

●新たなヒト多能性幹細胞 Muse 細胞を用いた再生医療 
［医学系研究科］　 活動終了

●東日本大震災時の地域母子保健活動～保健師による活動の記録
と今後に向けた課題の明確化～［医学系研究科］　 活動終了

●てんかんホットラインプロジェクト［医学系研究科］　 活動終了

●死因究明医学センター　東北拠点プロジェクト 
［医学系研究科］　 活動終了

●東北大学医学部医学科の定員増［医学系研究科］

●被災地病院をテレビ会議システムで結んだ遠隔てんかん専門外来
［医学系研究科］　 活動終了

●地域拠点病院−東北大学間ネットワーク形成による災害地の歯
科診療体制の再生［歯学研究科］　 活動終了

●被災地住民の口腔ケアニーズのサーベイと実施体制の構築 
［歯学研究科］　 活動終了

●災害援助における歯科関連援助物資及び緊急時歯科医療実施体
制の整備［歯学研究科］　 活動終了

●災害弱者である要介護高齢者・障害者の口腔ケア体制の再構築
と整備［歯学研究科］

●大規模広範囲災害時身元確認（検死）体制の構築と整備 
［歯学研究科］

●地域セルフメディケーション支援体制［薬学研究科］　 活動終了

●重層的なワイヤレスネットワーク構築に関する研究開発 
［工学研究科］　 活動終了

●広域的激甚災害の復旧復興計画策定における計画諸元の明確化
［工学研究科］　 活動終了

●東北復興環境エネルギープロジェクト［工学研究科］　 活動終了

●石巻市の再生・創生のための復興支援［工学研究科］　 活動終了

●持続可能なエネルギーシステムの統合デザインと分析 
［工学研究科］

●地域エネルギーシステムデザインのガイドライン策定［工学研究科］

●地域間連携による脱炭素型エネルギーシステムの強靱化手法の
検討［工学研究科］

●国土利用の変遷を考慮した地域資源と地域間連携の分析手法の
開発［工学研究科］

●地域自立型エネルギー供給方式の構築［農学研究科］　 活動終了

●復興に向けた耐災害統合的高信頼情報システムの設計と構築 
［情報科学研究科］　 活動終了

●被災地における選挙管理体制の検証と被災者などの投票弱者に
対する投票権保障の実態調査［情報科学研究科］

●地熱エネルギーの導入促進と新たなエネルギービジョン 
［環境科学研究科］　 活動終了

●災害に強い０エミッションコミュニティ形成 
［環境科学研究科］　 活動終了

●メガソーラーと組み合わせたオイルフリー・ワイヤレス給電シス
テムの構築と展開［医工学研究科］　 活動終了

●先進予防型健康コミュニティー新生構想 
［医工学研究科］　 活動終了

●宮城県をモデルとする高齢化と災害に強い地域がん医療の構築 
［加齢医学研究所］　 活動終了

●放射線に関する正しい情報の発信［加齢医学研究所］　 活動終了

●耐災害性に優れた安心・安全社会のためのスピントロニクス材
料・デバイス基盤技術の研究開発［電気通信研究所］　 活動終了

●高機能高可用性情報ストレージ基盤技術の開発 
［電気通信研究所］　 活動終了

●メッシュ型地域ネットワークのプラットフォーム技術の研究開発 
―NerveNet の平時活用および実フィールド実証に関する研究―

［電気通信研究所］　 活動終了

●共同プロジェクト研究 Uタイプ（urgent）［電気通信研究所］  活動終了

●地域環境に適合した自立分散型グリーン製鉄プロジェクト 
［多元物質科学研究所］　 活動終了

●災害精神医学教育・普及啓発プロジェクト 
［災害科学国際研究所］　 活動終了

●被災地医療救援のための電子診療鞄を利用した遠隔医療サービス
［サイバーサイエンスセンター］　 活動終了

●災害時のネットワークアクセス確保に適用可能な利用者認証基
盤技術の研究開発［サイバーサイエンスセンター］　 活動終了

●スーパーコンピュータを活用したリアルタイム津波浸水被害推計
システムの研究開発［サイバーサイエンスセンター］

●耐災害性を備えた学内共通情報基盤の構築整備 
［サイバーサイエンスセンター］

●原子力発電設備における固有安全システムの再構築 
［未来科学技術共同研究センター］　 活動終了

●東日本大震災遺構 3 次元クラウドデータアーカイブ構築公開事業
［学術資源研究公開センター］

●地域発イノベーション事例調査研究プロジェクト 
［経済学研究科］　 活動終了

●震災復興後の地域建設業のあり方調査［経済学研究科］　 活動終了

●仙台宮城素食プロジェクト［経済学研究科］　 活動終了

●社会イノベーター人材育成塾［経済学研究科］　 活動終了

●日本再生のための新しい放射線測定技術の開発 
［理学研究科］　 活動終了

●栽培キノコへの放射性セシウム移行の低減技術の開発［理学研究科］

●分子イメージング産学連携拠点の形成［医学系研究科］　 活動終了

●災害対応型歯科医療機器の開発と配備［歯学研究科］　 活動終了

●生物資源の医薬品への活用法開発［薬学研究科］　 活動終了

●産学官連携製造業災害対策支援事業［工学研究科］　 活動終了

●緊急時に役立つ携帯型発電シートの開発［工学研究科］　 活動終了

●避難所の被災者の静脈血凝集度の非侵襲的診断 
［工学研究科・医工学研究科］　 活動終了

●原子力安全に係わる教育と訓練［工学研究科］　 活動終了

●自立型ハイテクノロジー社会のスキーム［工学研究科］  活動終了

●安心安全なエネルギーを支える検査と計測［工学研究科］  活動終了

●次世代個人情報端末に有用な超小型電源の開発 
［工学研究科］　 活動終了

●被災機関に対する微細加工設備の無料開放、および研究開発支援
［工学研究科］　 活動終了

●需要側の分散型電源群と電力負荷機器群を活用するレジリアント
電力システムの実現［工学研究科］

●新産業創成型　地域高次（製造業・IT）産業復興構想［工学研究科］

●（財）みやぎ産業振興機構との産学連携地域再生マッチング等支
援に関する協定締結［工学研究科］

●電気エネルギーの高効率供給と省エネルギー電気システムを目
指したグリーンパワー集積デバイスの開発［工学研究科］

●室内放射線量の低減に関する調査研究［工学研究科］　 活動終了

●人工被覆面の放射能深度分布調査及び空間線量率への影響に関
する研究［工学研究科］

　社会・情報インフラ整備

　産業復興・研究開発
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●平成 23 年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業　
緊急対応研究課題 : 食肉用家畜の放射性セシウムと畜前推定技
術の開発と体内動態解析［農学研究科］　 活動終了

●地域産業で活用できる新規技術の開発［農学研究科］　 活動終了

● 2020 東京オリンピック聖火をバイオメタンで燃やそう！ 
［農学研究科］

●荒浜プロジェクト［農学研究科］

●林ライス・プロジェクト［農学研究科］　 活動終了

●タービン発電技術の開発と教育［情報科学研究科］　 活動終了

● AC/DC ハイブリッドグリッド活用住宅と住宅間のエネルギー
シェアモデルの調査研究（＝スマートヴィレッジプロジェクト）

［環境科学研究科］　 活動終了

●被災住宅地の高台移転を契機としたスマートコミュニティ可能
性調査検討事業［環境科学研究科］　 活動終了

●東日本大震災で発生した廃木材とヘドロの再利用による耐震性
人工地盤の造成［環境科学研究科］　 活動終了

●ソイルセパレータマルチ工法とボンテラン工法の融合による津波
堆積物の再資源化実証試験と地盤材料評価 

［環境科学研究科］　 活動終了

●津波堆積物を用いた耐侵食性覆土材の生成と汚染土壌の安全
保管［環境科学研究科］　 活動終了

●津波堆積物を用いた放射線汚染掘削土壌被覆のための高機能性
覆土材の開発［環境科学研究科］　 活動終了

●未来の暮らし方を育む泉の創造［環境科学研究科］　 活動終了

●超早期のがん診断・治療システムの開発 
［医工学研究科］　 活動終了

●災害・エネルギー危機に強い医療機器の開発 
［医工学研究科］　 活動終了

●宮城県内の医療・健康機器産業育成支援 
［医工学研究科］　 活動終了

●医療機器実用化・製品化促進を目指した技術シーズ育成と効果
の実証［医工学研究科］

●東日本大震災被災地における学校コーチングモデルの構築と実
践プログラム開発［教育情報学研究部］　 活動終了

●被災地域で絶滅の危機にある伝統の危機にある継承者支援法の
開発［教育情報学研究部］　 活動終了

●原発事故対応のための高性能機器の開発及び放射性試料の分析
［金属材料研究所］　 活動終了

●耐高温水蒸気酸化性に優れた安心・安全な原子炉用材料の開発
［金属材料研究所］　 活動終了

●鉄鋼中の元素の局在状態の解明と制御 
［金属材料研究所］　 活動終了

●大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業 
［金属材料研究所］　 活動終了

●いわて発高付加価値 CCM 合金製ロッドの高力学的付与のため
の組織制御技術の開発［金属材料研究所］　 活動終了

●新ナノ結晶軟磁性材料を中核とした産学連携による東北発のイ
ノベーション創出［金属材料研究所］　 活動終了

●「岩手発医療用コバルト合金事業創成支援プロジェクト」 
［金属材料研究所］　 活動終了

●原発事故対応のための環境水中 Sr、Cs の除去法の開発 
［金属材料研究所］　 活動終了

●鉄鋼における希少元素の有効利用［金属材料研究所］　 活動終了

●緊急時対応医療技術の開発［流体科学研究所］

●代替エネルギー源の開発［流体科学研究所］　 活動終了

●がれき混入型津波に関するスーパーコンピュテーション 
［流体科学研究所］

●リアルタイム画像生成合成開口レーダの実用化に関する技術開発
［電気通信研究所］　 活動終了

●再生可能エネルギー材料基盤研究支援プログラム 
［多元物質科学研究所］　 活動終了

●環境省平成２３年度除染技術実証事業 
［多元物質科学研究所］　 活動終了

●東日本大震災連続ワークショップ［災害科学国際研究所］

●創エネルギー、省エネルギーを目指すグリーンマテリアルの開
発基盤研究［材料科学高等研究所］　 活動終了

●国際基準策定に対応した免震材料の設計・開発 
［材料科学高等研究所］　 活動終了

●高度分野融合による新エネルギー創出の高性能化と最適化 
［学際科学フロンティア研究所］　 活動終了

●分野横断と領域融合による災害復興と新産業の成長を目指した
新領域創成［学際科学フロンティア研究所］　 活動終了

●分野横断と領域融合による災害復興と新産業の成長を目指した
高度学際研究［学際科学フロンティア研究所］　 活動終了

●世界を救う Mg-Soleil（脱原発の切り札）プロジェクトの推進 
［未来科学技術共同研究センター］　 活動終了

●原子力発電所における放射能汚染物質並びに火山灰等の空気汚
染物質の回収システムに関する研究［未来科学技術共同研究センター］

●福島相双地区における「モビリティ・イノベーション社会実装・
産業創生国際拠点」の構築［未来科学技術共同研究センター］　

　震災後の被災地では、従来の地域・血縁関係を超えた文字通り「仮
設」のコミュニティが突然できあがり、周囲の方々とコミュニケー
ションを取る機会が少なく、仮設住宅に暮らす高齢者の孤独死など
も問題になりました。もしそこに「縁側」のような空間があれば、
近くを通りがかった誰かと会話が始まることもあるかもしれないと
考え、住民の方々が気軽に語り合える場として「縁側」を開設し、
定期的に仮設住宅団地を訪問しました。

　震災により、多くの人々が身近な人との死別や様々な喪失に直面
しました。本プログラムは、被災者の心のケアのために地元の宗教
者、医療者、研究者が連携して行ってきた「心の相談室」の活動を
踏まえ、文学研究科内に実践宗教学寄附講座を設置し、「臨床宗教師」
を養成してきました。被災地での研修は履修証明プログラムに発展
し、広く医療福祉施設などで活動する人材育成のための事業として
継続しています。2020年度までに延べ200人以上の修了者を輩出し、
その中には各地の病院などで活躍している者も少なくありません。
多くの大学諸機関がこの養成事業に追随し、各地に臨床宗教師会が
設立されるとともに、全国組織による資格認定が始まるなど、臨床
宗教師の輪が全国に広がりつつあります。

　震災発生時、被災した地域の自治体職員や教員の中には、自らも
家や家族を失いながら、子どもや住民のサポートに従事した人が多
くいます。このプロジェクトでは、震災直後、激甚被災地域で激務

にあたっている教職員を対象として、メンタルケアの講習会やカウ
ンセリングといった心理的ケアを実施しました。教職員の心理的ケ
アを行うことにより、教職員が関わる子ども達を取り巻く環境が安
定し、子どもへの心理的支援にも繋がります。震災から数年後は、
ニーズに合わせ、震災を経験しそのまま住み続けている、あるいは
移り住んだ子どもや家庭、教員を対象に心理的ケアを行いました。
また、ワークショップやシンポジウムを実施するとともに、子ども
や家族問題をサポートするための訪問活動なども行い、被災地域全
体の中長期的な復旧・復興に心理的側面から支援を行いました。

　東日本大震災で親を亡くした子どもたちや、大切な人や物をなく
した子どもたちの成長の道のりを長期的に支援するため、以下の取
組を行ってきました。（※ 2021 年 3月 31 日閉室）
▪通話料無料電話相談
▪子ども・保護者の個別相談
▪親族里親・遺児家庭サロン
▪震災遺児・孤児を対象とする学習支援（講師は本学学生）
▪被災自治体への心理士派遣
▪震災に関わる支援者への支援
▪震災子ども支援室における活動の資料化と国内外に向けた発信
▪国内外の震災研究（心理支援）ネットワーク構築と研究交流
▪子どもに関わる人に向けた研修やシンポジウム
▪震災における子どもの心理や支援に関するデータベースの作成
▪�必要な支援サービスの紹介・
情報提供
▪�学生による震災研究への助
言指導

夏休み特別子ども企画「お父さんお母さ
んとたこ焼きを焼こう」

仮設住宅での生け花教室

被災者支援 ［文学研究科］

「縁側で『こんにちは』」プロジェクト

被災者支援 ［文学研究科］

「臨床宗教師」養成プログラムの開発と社会実装

被災者支援 ［教育学研究科］

震災子ども支援室（Ｓ - チル）

臨床宗教師研修グループワークの風景 石巻市渡波松原の海岸にて慰霊・追悼・
鎮魂の儀礼

被災者支援 ［教育学研究科］

東日本大震災被災地域の教職員へのサイコロジ
カル・エイド

シンポジウム「教育という視点からの復
興支援のあり方」

仮設住宅支援活動

学会発表 講演会

しゅくだい塾
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　震災から時間が経つにつれ、法的なトラブルが現実化し、震災法
律相談の需要が多くなります。法学部学生が運営している東北大学
無料法律相談所では、震災にかかわる様々な法律問題を勉強した学
生達が被災地へ行き、出張相談を行いました。

　東北大学大学院理学研究科の出前講座「3･11 地震と放射性物質の
拡散について」を実施後、多くの問い合わせがあり、継続的に実施
しました。シンポジウムあるいは数回のサイエンスカフェ形式によ
り、今回の地震及び津波の実態と発生のメカニズム、放射性物質の
拡散過程などに関して専門家
の立場から解析し、市民・高
校生向けにわかりやすく解説
しました。理解することによ
り恐れを取り除くという理学
の立場から、震災復興に立ち
上がる市民に情報と知識を与
え、地域再生に貢献しました。

　宮城県の被災者を対象に、健康
診査・アンケート調査を実施し、
その結果をもとに個別指導を行っ
ています。必要に応じて、心のケ
アチームとの連携、運動・栄養指
導の実施、介護予防サービスの提
供なども行っています。また、被
災自治体に対して、被災後の保健
衛生システムの復興に向けたアセ
スメントと助言指導、母子保健や
感染症予防に関する助言指導を行
い、地域における保健衛生システ
ムの復興経過を記録しています。

　　
　東日本大震災における口腔保健基盤の復興に際して、歯学研究科
が地域歯科保健に最新の研究成果を投入し、世界に先駆ける地域口
腔保健推進システムを構築すると共に、研究・教育・社会貢献を実
施することにより人材育成を図る事業です。大規模災害の被災地で
は、生活環境の変化から口腔内疾患が増加することが報告されてい
ますが、直接的な疾病増加に関与する因子は不明であり、日常生活
時の疾病予防のためにも詳細な解析が必要です。歯学研究科は、被
災地の自治体（亘理町）と協力し、地域の小中学校にて学校歯科健
康診断の結果集計の自動化と詳細なデータベースの構築を行い、地
域の児童・生徒の口腔内を
正確に把握し、疾病予防のた
めの解析を行うと同時に、学
校歯科保健活動に参画し、大
学歯科医師が学校歯科保健指
導を実施することで被災地の
口腔内疾患の増加阻止と地域
歯科保健活動へ参画していま
す。

　原発事故による被災地では、避難児童への「放射線がうつる」と
いったいじめが問題となっており、放射線についての正しい知識を
持っていないことが原因とも言われています。このプロジェクトは、
実用的な放射線防護教育を普及させることで被ばく低減を目指しつ
つ、自らがそのリスクに見合った行動や生活習慣を作っていけるよ
う、子供たちそして子供たちを取り巻く大人たちをエンカレッジす
る（元気づける・励ます）ものです。正しい知識を身につけるため
のカリキュラムを作成し、小中学校の理科の先生を中心に放射線防
護教育を行うことができる人材の育成や、ワークショップ、理科教
室、親子向けの出前授業などを開催しました。

　東北大学病院の管理職 57 名とその協力者 285 名を対象として、
コーチングによるチーム医療の向上を目的としたプログラムを、
2011 年秋から 3年間実施しました（文部科学省事業「チーム医療
推進のための大学病院職員の人材養成システムの確立」による）。
これは、前年度に実施した同様のプログラムでの実績（医療の質・
安全学会誌　2016; 11: 39-45）としてリーダーのとるコミュニケー
ションが組織の活性度と医療安全に
関係すると示されたことに加え、受
講者がコーチングを活用して震災時
に組織を機能させた経験から、レジ
リエンスの促進を意図して構想した
ものです。データから、受講者の提案・
要望のスキルが向上した組織では医
療安全文化が向上したことが明らか
になりました（Jpn J Compr Rehabil 
Sci 2017; 8: 88-97）。この取組は医療
組織への本格的な導入とその成果を
示した先駆けと言えます。

　復興と高齢者が安心して暮らせる新しい街づくりを力強く推進し
ていくに当たり留意すべきことは、1）高齢者の自立を促し、高齢
者が復興の足かせにならないこと、2）高齢者を見捨て、高齢者を
復興の犠牲にしてはならないことです。そのため、高齢者への支援
は必須ですが、一方で過剰なサービスはかえって高齢者の自立の機
会を奪うことになります。避難所から仮設住宅へ、さらに災害公営
住宅へと転居が進められる中で、身体虚弱（フレイル）、低栄養、肺炎、
認知機能低下、アルコール依存、抑うつなど高齢者の様々な健康問
題が表面化しつつあります。この問題を解決するため、2012 年度
から「被災地高齢者の日常生活機能の前向きコホート研究」を実施
しました。

　宮城県石巻市、気仙沼市、
亘理町などの被災地域の公民
館などに出向き、『健康的な
加齢とは何か』、『愉しく老い
るためのノウハウ』など、分
かりやすい身近なサイエンス
を紹介する出前講義を行いま
した。お茶などを飲みながら
気軽に科学の成果に触れてい
ただき、来聴者自らの健康へ
の関心を高めていただき、知
的好奇心や健康増進への意欲
を高めることができました。

　震災後の静脈血栓塞栓症（VTE）は、新潟県中越地震で車中泊に
関連した肺塞栓症（PE）による死亡例で注目されるようになり、以
後発生した 2007 年能登半島地震、2007 年新潟中越沖地震、2008
年岩手・宮城内陸地震では、避難所における高い深部静脈血栓症
（DVT）発生頻度が報告されてきています。また、避難所から仮設
住宅に移動した後にも増悪・改善をくり返しながらDVT が遷延す
ることが報告されているので、東日本大震災発生以後、宮城県内の
避難所 /仮設住宅において、静脈血栓症予防運動の一環として、携
帯型超音波装置を用いたDVT スクリーニング検査を行い、ネット
接続による情報提供などの研究も進めてきました。避難生活中に
DVTを指摘された避難者が、追跡し得た期間内でどのような経過を
辿ったか解析を進め、原著論文として報告を進めてきたので、日本
循環器学会 /日本高血圧学会 /日本心臓病学会合同ガイドラインに
も採択されています。

出張相談（花巻市） 模擬相談（本番を想定した回答練習）

放射線防護知識の普及 家の中の放射線量の測定と数値の説明
（飯舘村） 津波で廃墟と化した気仙沼市沿岸地域。

後ろは被災した介護老人保健施設。
災害公営住宅における健康相談

被災者支援 ［法学研究科］

学生による法律相談

被災者支援 ［歯学研究科］

被災地における地域口腔健康推進システムの
運用と口腔健康の動態の解析

2012 年 7 月の中日新聞に本事業
の取組が掲載されました

出前カレッジ（宮城県気仙沼市大谷）

出前カレッジ（宮城県気仙沼市面瀬）

被災者支援 ［医工学研究科］

ソーシャルキャピタルを向上させ、
地域の復興につなげる

被災者支援 ［加齢医学研究所］

スマート・エイジング出前カレッジ
（東北大学サイエンスカフェ・スペシャル）

サイエンスカフェ共催
「東北大学大学院理学研究科出前講座 ―3・
11 地震と放射性物質の拡散について―」

宮城県亘理町の小学校での出前授業の様子

被災者支援 ［理学研究科］

災害の学理：市民講演会

被災者健康調査（網地島）

運動教室（牡鹿地区）

被災者支援 ［医学系研究科］

被災者の健康調査と保健指導

被災者支援 ［薬学研究科］

放射能汚染地域に住む 
子供のエンカレッジプロジェクト
—実用的放射線防護教育の普及をめざして—

被災者支援 ［加齢医学研究所］

避難所・仮設住宅地域における高齢者健康相談
事業、気仙沼市における仮設住宅における日常
生活機能の前向きコホート調査研究

被災者支援 ［加齢医学研究所］

情報通信再構築による震災の避難所、
仮設住宅における診療支援
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　震災の記憶を風化させないため、津波で壊滅的な被害を受けた宮
城県南三陸町を訪問するスタディーツアーを実施し、東北大学をは
じめ関東の大学の学生が参加しました。実際に町内を回ったり写真
を見たりしながら、震災時の様子と今後の防災の取組について話を
伺う「語り部ツアー」の実施や、仮設住宅を訪問してボランティア
活動をするツアーも実施しました。参加者の約半数は留学生で、被
災地の実態を見てもらうことで、本国への生きた情報発信も期待さ
れます。これからの時代を担う若い世代の学生たちが、実際に自分
の目で耳で被災地を感じることは、今後の復興に自分がどのよう
に関わっていくかを考える良い機会となります。そして次は、スタ
ディーツアーに参加した学生が、周囲の人に震災を語り伝えていく
「語り部」になるでしょう。

　「実生（みしょう）プロジェクト」は、福島県三春町と東北大学
の有志が立ち上げた、住民による草の根レベルの放射線モニターを
主な活動とする任意団体です。平成 23 年 7月 11 日より、希望する
義務教育課程の学童に対して、
放射線量のモニタリングを継続
して実施しています。2019 年度
は当初目的としていた9年間（震
災直後の小学新入生が義務教育
を終了する期間）の最終年度で、
町としての活動は終了しました。
2020 年度は、これまでの活動の
記録や、震災直後の町の対応を
まとめ、町の施設に常設展示す
るための準備を行っています。

　福島県を中心に全国から収集した 7,000 本以上の乳歯について、
歯の中に取り込まれた放射線量を測定し、その結果を、内部被ばく
量の指標として歯の提供者に返すという疫学調査を実施していま
す。また、放射線被ばくにより歯の中に発生する炭酸ラジカル量を
ESR法により測定し、外部被ばく量を推定する新しい方法の開発に
も取り組んでいます。本プロジェクトは、主に環境省の支援を受け
て実施しており、原発事故による子供の被ばく量を歯から推定しよ
うとする新しい試みです。

　東京電力福島第一原子力発電所事故により、宮城県南部地域では
福島県の一部地域と同じ高いレベルの放射能の沈着が生じました。
しかし、国による住民の被ばく線量モニタリングは福島県に限定さ
れており、宮城県は対象外となっていたため、特に子供のいる家庭
では放射能に対する大きな不安に曝されており、被ばく線量の継続
したモニタリングを求める声が強く出ていました。
　本調査では、自治体から要請を受け、主に宮城県の中で一番大き
な影響を受けた福島県境にお住まいの子供を対象として、小型積算
バッジを用いた個人被ばく線量測定を実施し、宮城県丸森町、角田
市、大河原町においては自治体と連携して調査を行いました。測定
結果はその都度保護者にお届けし、自治体や住民にはその傾向を
説明するとともに、全体の概要は学術誌 RADIOISOTOPES（2015, 
2017）で報告しました。

　災害時の緊急対応・復旧・予防減災に寄与する災害ロボティクス
の研究に取り組んでいます。2011 年 6 月に「クインス」を国産 1
号として福島原子力発電所に投入。原子炉建屋上階を初めて調査し、
事故収束に大きく貢献しました。2016-17 年にはヘビ型ロボットで
ある「能動スコープカメラ」が、福島原発１号機の狭隘部調査に使
用されました。また、被災・老朽化したインフラ・建物を検査する
球殻飛行ロボットは、国土交通省や内閣府 SIP の全国橋梁現場適用
試験に入っています。このほか、内閣府 ImPACT タフ・ロボティク
ス・チャレンジを主催し、「能動
スコープカメラ」の研究開発に
加えて、日本救助犬協会との共
同で「サイバー救助犬」の研究
を行い、要救助者の位置や状況
の情報強化により要救助者の捜
索活動の支援を進めています。

　津波被害を受けた東北沿岸の沿岸生態系を対象に生物多様性モニ
タリングを行うことで、（１）東日本大震災の津波によるこれら生
態系への撹乱影響の大きさを把握する、（２）撹乱を受けた生態系
の回復を促進する条件や阻害する人為要因を検出する、（３）復興
へ向けたより良い土地利用や事業推進に必要な生態系の機能や生物
多様性に関する情報を提供する、（４）これらを通じて、地域が生
態系の機能やサービス（恩恵）を利用出来る道筋を作ることを目指
しています。なお、2021 年 3 月に関連学協会と震災 10 年の沿岸生
態系影響に関するシンポジウム
を開催する予定です（生命科学
研究科も共催予定）。
　調査は東北大学が中心となっ
て、NPO や市民ボランティア、
地域住民が参加する市民参加型
で実施します。この市民参加型

調査により、復興に際して自然生態系の機能や生物多様性を併せ持
つ市民の環境リテラシーを育み、科学的成果をリアルタイムで地域
に還流させます。

　福島第一原発事故に伴い放出された放射性物質は、宮城県内の
農地にも降下し農作物の汚染が懸念されましたが、その放射線量
を測定する体制はすぐには整備されず、生産者と消費者の双方が
大きな不安に曝されました。この不安解消のため、パーキンエル
マージャパン株式会社から無償貸与いただいたガンマカウンター
Wizard-2480 を使用し、宮城県
内で生産された農産物や土壌中
の放射性セシウムの定量分析を
行いました。測定結果はＪＡ仙
台、あいコープみやぎのホーム
ページを通じて公表されました。

　本研究は、歴史津波堆積物、特に泥質津波堆積物が陸側のどこま
で浸水してきたかを明らかにし、津波浸水リスクをより詳細に求め
ようとする研究です。この研究の結果、仙台平野や東松島市での歴
史津波堆積物の浸水エリアをより定量的に評価することが可能とな
りました。この研究の過程で、岩手県野田村の海外段丘に、約 6000
年前からの津波堆積物を保存する露頭を見出しました。2011 年の東
日本大震災による津波堆積物及び仙台平野での歴史津波堆積物の化
学組成とその機械学習による判別技術を適用することにより、野田
村の海外段丘はほぼ過去の津波堆
積物のみから成り立つ段丘である
ことが明らかになりました。この
地域は、千島海溝と日本海溝の両
方に起因する大地震による津波被
災地域であり、その詳細を明らか
にすることができる極めて貴重な
露頭であることが明らかとなりま
した。復興研究から災害科学や防
災科学への展開が進んでいます。

南三陸町の仮設商店街での昼食 バスの車中でのディスカッション

乳歯の収集 歯を用いた被ばく線量評価

被災状況把握・調査 ［文学研究科］

今こそ自分たちの目で見て考えよう！
震災と被災地を風化させないための
南三陸町国際スタディーツアー

被災状況把握・調査 ［歯学研究科］

歯を用いた福島県在住小児の
被ばく線量評価事業

被災状況把握・調査 ［情報科学研究科］

東日本大震災に対する
ロボットの適用と災害対応技術の研究

災害対応ヘビ型ロボット「能動スコープ
カメラ」

サイバー救助犬被災状況把握・調査 ［理学研究科］

三春「実生」プロジェクト：草の根放射線モニター

被災状況把握・調査 ［薬学研究科］

東京電力福島第一原子力発電所事故による
宮城県子供の被ばく線量調査研究

実生プロジェクト

宮城県白石市越河地区における個人被ばく線量測定

災害対応地上走行レスキューロボット
「クインス」

ガンマカウンターによる放射性セシウム
計測の様子

被災状況把握・調査 ［生命科学研究科］

海と田んぼからグリーン復興プロジェクト
「市民参加型で行う被災水田と沿岸生態系の生物
多様性モニタリング」

被災状況把握・調査 ［環境科学研究科］

津波堆積物の重金属類のリスク評価と対策技術

被災状況把握・調査 ［環境科学研究科］

土壌環境放射能のモニタリング

地元の子供達とともに生物調査 仙台市内の水田にて生物多様性調査

市民調査員ガイダンス

岩手県野田村の海岸段丘。ほぼ全て、
津波堆積物から成る。( 下部は貞観の
大津波 (869 年）の堆積物、地表は、
2011 年の東日本大震災の津波堆積物
で被覆されている。）
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　東北大学東北アジア研究センター災害人文学研究ユニットが
2018 年から 2019 年にかけて開催してきた災害人文学研究会の記録
集として、『災害ドキュメンタリー映画の扉　東日本大震災の記憶
と記録の共有をめぐって』（是恒さくら／高倉浩樹・編）を、2021
年 1 月に新泉社より刊行しました。東日本大震災以降、東北大学
では文系理系それぞれの専門家がさまざまな方法で災害復興や防災
にかかわる実践的調査研究を行ってきました。災害人文学研究会で
は、毎回一作の東日本大震災にかかわるドキュメンタリー映画を上
映し、作品の監督などの制作者たちと、内容に関連する分野の研究
者たちの対話を行ってきました。映画・映像による地域社会の防災
力を、記憶・記録の継承と未来の災害予防の両方向に活かす方法論
を探る実践の記録です。

　震災がもたらした被害によって、ふるさとを失い、長年住み慣れ
た土地を離れざるを得なかった人々が多くいます。地域の言葉であ
る方言は、人と人との繋がりをつくり、地域的アイデンティティの
より所、すなわち「心のふるさと」の象徴であると言えます。そう
した貴重な方言が衰退しつつあるため、被災地の方言の記録・保存
のための調査を行い、報告会の開催やパンフレットを作成し、被災
地に暮らす人々の方言会話を次世代に伝える活動を展開しています。

　震災直後から、理学研究科・地理学教室等と連携して、福島県に
おける農産物流通と風評被害の関係について調査研究を行っていま
したが、平成 30 年度には経和会記念財団からの助成を得て「原発
被災地域の復旧・復興政策に関する研究会」を組織し、年度末には
シンポジウム「東日本大震災後の農業・水産業復興と輸出戦略」を
開催しました。なお研究会の成果は、令和 3年度に一般書籍として
出版予定です。
　研究会・シンポジウム開催の趣旨：東日本大震災の被災地では、
被災前から農林水産業・水産加工業等の将来を危惧する声があった
ものの、課題解決は先送りされてきた面が強くあります。加えて、

震災に起因する福島第一原発の原
子力事故によって、福島浜通りな
どの農地・海域が放射能汚染され
てしまいました。農産物輸出や水
産加工業の経営革新等を中心に、
東日本大震災後の農業・水産業
復興の課題に関して共同研究を進
め、シンポジウムにおいて情報提
供と議論を行いました。

　仙台市が、東日本大震災の沿岸部メモリアル拠点として、仙台市
営地下鉄で最も海に近い荒井駅構内に 2016 年に開設したのが「せ
んだい 3.11 メモリアル交流館」です。「東日本大震災を知り学ぶた
めの場であるとともに、津波により大きな被害を受けた仙台市東部
沿岸地域への玄関口として、記憶と経験を媒介に、コミュニケーショ
ンを通じて知恵と教訓を紡ぎ出し、未来へ、世界へとつないでいく
拠点」として、立体地図や年表などの常設情報展示のほか、震災被
害や復興のあり方、また被災地域のかつての生活などを様々な角度
から掘り下げて紹介する企画展示が精力的に行われており、震災遺
構仙台市立荒浜小学校をはじめとする沿岸部を訪れるためのゲート
ウェイにもなっています。

　東日本大震災の発生直後、総長裁量経費事業として実施された本
プロジェクトは、各被災自治体の災害廃棄物処理状況を的確に把握
し、廃棄物の適正処理と再資源化のための政策提言を行うことを主
な目的としています。被災自治体の災害廃棄物の発生状況を把握し
ながら、震災廃棄物処理担当者（宮城県の 4ブロック全域、福島県、
岩手県）のヒアリング調査を実施し、災害廃棄物の処理現場の現地

調査（発生状況、組成把握、放射線量の測定、写真撮影など）を行
いました。甚大な被害があったため、政策決定プロセスに混乱が生
じ、国と被災自治体間の情報共有と意見交換が円滑に行われず、除
染作業が必要になるなど、複雑な要因が迅速な震災廃棄物処理を妨
げていたことを明らかにしました。また、海外からの国際支援の優
先順位と受け入れの方針に関しても議論の余地がありました。これ
らの研究成果と政策提言案については、第 3回国連防災世界会議（ポ
スター発表）、第 4回アジア自動車環境フォーラム（基調講演）、国
際文化研究科公開講座、成果発表会（廃棄物資源循環学会廃棄物計
画部会）、学会発表（日本マクロエンジニアリング学会「優秀発表
賞」）、「都市清掃（招待論文）」などを通して幅広く公表しました。

　被災地の復興が着実に進められている一方で、被災地によっては
復興のスピードが遅かったり、急激に過疎化、高齢化が進んだり、
社会的な弱者への配慮が不十分であるなど、まだ様々な課題を抱え
ています。 本プロジェクトは、震災廃棄物の適正処理、再資源化に
関する研究成果報告や写真展、トークショーの開催、特別講義の実
施などを通して、積極的に情報発信を行っています。また、定期的
に福島県、宮城県、岩手県の被災地を視察し、変わっていく街の風
景や復興状況についてレポートした内容をHPに掲載しています。
そして、2016 年には、甚大な被害を受けていた岩手県山田町の沿
岸部でシャボン玉イベント「Memorial Reverse」を実施し、2017
年には、気仙沼市中井小学校、仙台市錦ヶ丘小学校を対象にペット
ボトルをリサイクルした繊維で作ったネックウォーマー（約 300 個）
を配布しました。

震災前の暮らしから、発災直後の混乱、そ
して復興の現状を更新し続ける常設展示

地下鉄駅コンコースと直結し、沿岸部を
訪れるゲートウェイとなる

シンポジウムでの報告と討論

被災地方言会話集

フライヤー

支援者のための気仙沼方言入門

被災状況把握・調査 ［東北アジア研究センター］

東日本大震災の被災地における
民俗文化の復興をめぐる地方行政と
その支援にかかわる方法論の探求

復旧・復興活動 ［文学研究科］

東日本大震災の被災地における
方言生活支援事業

記録集『災害ドキュメンタリー映画の扉　
東日本大震災の記憶と記録の共有をめ
ぐって』表紙

復旧・復興活動 ［経済学研究科］

風評被害を克服する食料生産・供給体系の構築
に関する調査研究

復旧・復興活動 ［国際文化研究科］

震災復興のための廃棄物の適正処理と
再資源化の現状調査と提言
－国際協力モデル構築に向けて－

復旧・復興活動 ［国際文化研究科］

Dust my broom Project

復旧・復興活動 ［工学研究科］

せんだい 3.11 メモリアル交流館

出前授業 シャボン玉イベント
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　文部科学省の支援を受けて宮城県内の小学校において、4年生社
会『ごみのしょりと利用』の単元授業の中で、出前授業の形式で実
施しました。事前に教科書の指導内容を踏まえ、どのような内容を
取り上げるべきかを検討し、現行の廃棄物に関する学習を補い、か
つ「復興教育」に寄与する授業内容にすることができました。また、
「リユース」「国際資源循環」「廃棄物処理関連施設見学の枠の拡大」
という 3つの視点を盛り込んだテキストを作成し、出前授業受講児
童、教諭等関係者に配布しました。また、授業内容の映像資料（DVD)、
事業実施報告書を制作し、関連機関や関係者（他地域、海外を含む）
に配布しました。さらに、2017 年には宮城県内の小学校を対象に、
環境問題、国際関係をテーマにした「特別テキスト」を製作・配布
しました。

　東日本大震災で発生した津波堆積物中には、微量ながら Asや Cd
などの有害元素が含まれ、一部の被災地では土壌環境基準を超過す
る状況でした。そこで津波堆積物からの有害元素を除去することを
目的として、東北学院大学、株式会社フジタとともに、これらの元
素を体内に蓄積する植物を汚染地に植えて、土壌を浄化することを
検討しました。研究室での基礎試験とともに、気仙沼市、七ヶ浜町、
仙台市などの農地において、圃場レベルでの浄化試験を実施し、そ
の研究成果を学術論文等で内外に公表しました。

　宮城県を中心とした太平洋沿岸部は、津波による塩害で大きな被
害を受けました。20,000ha 以上にも及ぶ広大な土地が冠水しまし
たが、それを改良できるリサイクル資材として、鉄鋼生産プロセス
で副産物として大量に製造される “スラグ ” を提案し、その利用可

能性を評価しました。農学研究科・宮
城県・山形大学と共同で、水稲、大豆、
キュウリへの施用試験を実施し、良好
な結果を得て、被災地に適用しました。

　津波のエネルギーを海岸線で防御するのではなく、より積極的に
沖合で津波エネルギーの散逸を図り、津波エネルギー及び最高到達
波高の低減を図る革新的な津波対策を実現します。この対策により、
現行の海岸線における堤防等の対策効果の有効性を高め、海岸線に
おける津波災害の根絶を目指し、地域住民の生活安定化の促進の基
盤を強化するとともに、原子力発電設備については安全性確保の強
化策として寄与します。隔年で数回の国際ワークショップを開催。
第 1回ワークショップは宮城県仙台市で開催し、その後フランスで
数回開催しました。各回毎に主要課題を設定し、具体的な提案に纏
め、その後 5年間程度をかけて課題の集約と研究推進体制の構築、
さらに具体的な研究推進を国際産学官により構想しています。

　東北アジア研究センターでは、新しい地中レーダー計測手法
（アレイ型 GPR と高精度調査
3DGPR 技術）を利用した遺跡
調査技術を開発しました。東日
本大震災からの復興における住
宅の高台移転に伴い多数の遺跡
調査が行われました。地中レー
ダー（GPR）は非開削の探査技
術であり、遺跡を迅速に判断す
ることができるだけでなく、発
掘に先立ち遺跡状況を把握する
ことで、効率のよい調査が実現
できます。地方自治体の遺跡探
査へ実践的な技術協力・技術指
導を行うことで、震災復興を推
進しています。

　津波によって建物が大きく被災した宮城県内各地の博物館から、
学術標本や考古資料を回収・修復するレスキュー活動を行いました。
回収した被災資料は東北大学総合学術博物館に一時的に収容し、現
地博物館が復興した後に返還します。震災の約 1ヶ月後から救難活
動を行い、2011年7月に来学された秋篠宮ご夫妻に、このレスキュー
活動についてご説明申し上げました。また、小学生のための見学会
や採集会、天然記念物復旧支援
なども続けています。博物館の
コレクションは、貴重な学術資
料であるばかりではなく、地域
の歴史ある財産でもあります。
私たちは、それらを守り次世代
に継承するため、博物館の復興
を後押しします。

　今回の震災で、化学系実験室は大きな被害を受けました。今後再
び起こるであろう同様の震災に対して、化学実験室はどのような備
えをすればよいのかという問題についてシンポジウムを開催し、被
災地の研究者、防災専門家らによる今後の実験室のあるべき姿につ
いて、共通の理解を得ることができました。

　宮城県沿岸部最南端の山元町が、震災遺構として保存・公開した
のが中浜小学校です。大津波が迫る中、内陸の避難場所までの移動
は不可能との判断から、児童と教職員ら 90 名は屋上に避難しまし
た。幸いにも津波をギリギリのところで免れ、凍てつく夜を屋根裏
の倉庫で過ごしたのち、翌朝全員救助されました。
　独自の条例を制定し震災文化財とすることで、その被災校舎を津
波による破壊の痕跡を極力残したまま保存し、生々しい状態の内部
空間も見学できる状態での公開を可能としています。展示計画だけ
でなく、紹介映像、案内冊子、日時計のモニュメントに至るまで一
貫したコンセプトでデザインし、学校自身を教材に、来訪者それぞ
れが未来の災害への備えを考える場を提供しています。

復旧・復興活動 ［国際文化研究科］

復興教育支援事業（SDGs 教育支援）

防災・減災対策 ［理学研究科］

震災に耐える化学実験室の設計に向けて

七ヶ浜圃場におけるヒ素高蓄積植物（モエジマシダ）の生育状況（2012 年 10 月）

製錬後の鉄鋼スラグ スラグを施用した水田

第 2 回津波ワークショップ 第 3 回津波ワークショップ

魚竜館（宮城県南三陸町）から救出した
標本

仙台市科学館にて開催された企画展

校舎と日時計のモニュメント 津波の威力を示す内部空間

津波が侵入した松島瑞巌寺境内

津波被災者捜索（石巻）

復旧・復興活動 ［環境科学研究科］

津波堆積物からの有害物質の除去

復旧・復興活動 ［未来科学技術共同研究センター］

国際イノベーションワークショップの開催及び研
究推進構想「津波エネルギーの散逸・制御と最大
波高の緩和のための新たな総合的アプローチ」

復旧・復興活動 ［学術資源研究公開センター］

被災博物館レスキュー活動

復旧・復興活動 ［多元物質科学研究所］

鉄鋼スラグを用いた沿岸部田園地域の再生

復旧・復興活動 ［東北アジア研究センター］

震災復興のための遺跡探査推進

被災博物館レスキュー活動（魚竜化石レ
スキュー）

防災日本再生シンポジウム

防災・減災対策 ［工学研究科］

山元町震災遺構中浜小学校
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　インターネット、ケータイなど、情報通信インフラは一見整備さ
れていたにもかかわらず、必要な情報が伝わらない、いざというと
きに使えない、誤った情報が次々に伝わる、さらにはデマ、風評被
害など、東日本大震災はさまざまな不備をさらけだしました。また、
PCがあっても使えない、ネットリテラシーに疎い、周囲にネット
環境がないなど、伝える手段を持たないもしくは奪われた、いわゆ
る情報弱者と呼ばれる人たちも多くいます。本プロジェクトは、メ
ディアの情報発信のあり方も含め、その実態を取材・調査し、不備
の原因・理由を検証し、必要な情報伝達が迅速かつ円滑に進む有効
な仕組みを構築することを試みたものです。その取組の一環として、
被災地におけるNPO活動の支援、仮設住宅からの情報発信、コミュ
ニティづくりを支援するため、ICT 機器を使用した講習会などを継
続的に開催したりしました。

　東日本大震災では津波が多くの被害を発生させました。その津波
は下盤の海洋プレートに対して、上盤の海底地殻が断層に沿ってす
べって隆起したことで生じたものです。また、そのすべりによって、
岩盤の応力状態が断層付近で大きく緩和されたことが分かっていま
す。このことは、海底断層付近の岩盤応力を事前に測定できれば、
断層のすべりと、それに伴う津波発生の緊迫度を評価できることを
示唆しています。さらには、津波発生の緊迫度が分かれば、震災の
リスク低減に大きく寄与できると考えられます。そこで本研究では、
実務に携わる企業と協力して、大深度でも岩盤応力を測定できる新
たな方法を開発しています。これにより、坑井の掘削方法を工夫す
ることで掘削時に採取できる岩石試料に応力情報を記録する方法を
新たに考案しました。その検証と測定装置を開発する研究を進めて
います。

　外国人自然科学系研究者や学生訪問時に合わせて、東日本大震災被
災地の巡検を企画してきました。津波被害の脅威、被災状況や復興
の様子を自然科学者の立場から伝承する「語り部」ツアー的な性質
のあるものでした。過去十年に渡り、国際海洋掘削計画会議やウォー
ターダイナミックス国際シンポジウム参加者、ペンシルバニア州立大
学、コペンハーゲン大学などの研究者、米国カルフォルニア工科大学、
アーヘン工科大学の大学院生、東北大学サマープログラム受講外国
学生などを対象に「語り部」ツアーを行い、国際社会に情報発信を行っ
てきました。延べ人数で約200人の外国人が参加してきています。

　宮城県警、宮城県歯科医師会から、身元不明遺体の歯型からの身
元確認の協力要請を受け、連日 40 名前後の歯科医師を遺体安置所
へ派遣しました。歯型照合コンピュータソフトを用いて各県にまた
がる身元不明遺体の身元確認を進め、その多大な貢献が認められ、
宮城県警より感謝状が贈呈されました。さらに 2012 年には、文部
科学省の応援を受け、我が国初の歯科法医情報学分野を設置しまし
た。また、スイス・ジュネーブの国際赤十字・赤新月博物館（MICR）
からインタビューを受け、その内容はMICR の展示の 1つとして紹
介されています。また歯型からの身元確認システムの世界標準化を
図るべく立ち上がった国際標準化機構（ISO）の委員会では、欧州、
米国とともに中心メンバーとして活動し、2020 年、ISOの新規格と
して「歯科－法歯学情報に関する用語」を発行しました。国内外の
歯学部等からの依頼を受け講演を行うとともに、メディアにも数多
く取り上げられています。

　震災時には、地域で中心となっていた医療機関や地域薬局の一部
が被害を受け機能しなくなるとともに、多くの被災者の「お薬手帳」
等自己管理情報源などの患者医療情報が一時的に失われ、服用薬の把
握が困難となりました。被災者の保健衛生に対する意識や薬物治療に
対する意識を平時より高めておくことが重要であることが改めて認
識されました。そこで、「薬剤師のための災害対策マニュアル」を取
りまとめるとともに、地域住民のセルフメディケーションに対する
意識を平時より支援するための人材育成プログラムとして、セルフ
メディケーション支援、保健衛生、防災、災害医療等を学ぶ機会と
なる「セルフメディケーション学」を開講しました。また、希望す
る学生と共に被災地を訪れ、地域の医薬品供給体制や医療救護体制
を学ぶ被災地研修会を企画・実施してきました。これらの活動は、「宮
城県災害薬事連絡会議」を立ち上げる契機となり、「災害時医薬品等
供給及び薬剤師派遣マニュアル（仮）」の整備につながっています。

　石巻市との包括協定に基づいて、発災直後から専門支援を展開し、
現実の復興計画にその知見を反映させています。半島部等では、時間
のかかる復興事業を住民が待ちきれず地域を離れてしまう人口流出
に歯止めをかける拠点の企画・設計・発注支援を行いました。これに
基づいて、復興情報の共有と被災者や訪問者の交流を担う仮設的施
設の「復興まちづくり情報交流館（中央館、牡鹿館、北上館、雄勝館）」
が2015年 3月から順次竣工し、人口減に苦しむ各半島における地域
の個性を生かした活動の中心として機能し始めています。
　その他、街なかの重要な核となる商業・公共施設についても、計画・
デザイン・事業のそれぞれの側面から支援を行ったほか、公共交通
計画と復興事業との連携の実現にも注力し、実際に川沿いの中心街
が再生しつつあります。

　東日本大震災による被災の経験から、将来に向けての災害に強い
情報通信環境を目的として、「災害に強い情報通信環境実現をめざ
す研究」をテーマとする共同プロジェクト研究Uタイプ（urgent）
を緊急設置しました。本プロジェクトは、東日本大震災に伴い、顕
在化した情報通信関連技術の脆弱さなどの解決や、予測できない環
境の変動に対しても、安全、安心に利用できる情報通信環境の実
現を目的とした提案課題への助成を行うこととし、「光ファイバー
ネットワークを利用した地震・津波・地殻変動の面的な計測技術の
構築」、「防災広報無線の緊急拡声情報伝達システムの高度化に関す
る研究」、「準天頂衛星を用いたショートメッセージ通信実現性の基
礎検討」、「情報喪失のない高信頼性クラウドストレージ技術の開発」
の 4件のプロジェクトを推進しました。

　「電子診療鞄」は、対面診療に近い環境を IT で作るための遠隔医
療システムです。これによって、医師の直接訪問が困難な避難所・
仮設住宅・被災老人ホーム・被災家庭での診療を補うことができま
す。また、被災して医療機関を失った医師も、広範囲に移転した避
難者に対する診療行為を継続しやすくなります。宮城県気仙沼市特
別養護老人ホームにおいて、本システムを使った検証実験を実施し
ました。

仮設住宅での PC 講座参加者が作成し
日々情報発信をしていたブログ

扇町一丁目公園仮設住宅（仙台市）での
PC 講座 (H25-H27 開催 ) の様子

アーヘン工科大学（ドイツ）の大学院生
23 名の訪問時における奥松島被災地巡
検（2018.10.6)

ペンシルバニア州立大学（アメリカ）の
研究者訪問時における南三陸町被災地巡
検 (2018.3.5)

「セルフメディケーション学」でモバイ
ルファーマシーを学ぶ

被災地研修会

防災・減災対策 ［情報科学研究科］

災害情報検証および情報弱者支援プロジェクト

社会・情報インフラ整備 ［理学研究科］

1000 年周期の巨大地震、巨大津波発生メカニズ
ムの解明に向けた国際ネットワーク

社会・情報インフラ整備 ［薬学研究科］

地域セルフメディケーション支援体制

社会・情報インフラ整備 ［電気通信研究所］

共同プロジェクト研究 U タイプ（urgent)

鉱山の坑道を利用して開発した装置の動作試験を行っている様子

防災・減災対策 ［流体科学研究所］

地震発生に係わる海底地層応力測定法の開発

宮城県警より感謝状の贈呈 ISO での Forensic Dentistry 会議

社会・情報インフラ整備 ［歯学研究科］

大規模広範囲災害時身元確認（検死）体制の
構築と整備

宮城県石巻市復興まちづくり情報交流館北上館

防災無線の屋外拡声装置に関する実験の様子

社会・情報インフラ整備 ［工学研究科］

石巻市の再生・創生のための復興支援

社会・情報インフラ整備 ［サイバーサイエンスセンター］

被災地医療救援のための電子診療鞄を利用した
遠隔医療サービス

電子診療鞄
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　災害時避難所等における蓄積型配信技術の研究開発について、利
用者認証基盤技術を応用して、DTN（Delay/Disruption-Tolerant 
Network）の仕組みを活用し、効率的な情報配信を行うリライアブ
ルマルチキャスト方式と、過密環境でのスループット向上を実現す
るパケット衝突回避方式、コンテンツ送信タイムアウト制御手法な
どの情報配信制御管理技術を連携した蓄積型配信技術を開発しまし
た。これにより、計算機シミュレーションでは 500 台の端末が存在
する環境において、リライアブルマルチキャスト方式を用いること
で既存配信手法に比べて配信時間を約 55%以上短縮、パケット衝
突回避手法により平均約 40%のスループット向上を確認し、また、
100 台の実機実験に成功して、有効性及び実現性を確認しました。

　本プロジェクトでは、防災・減災に資するスーパーコンピューティ
ング拠点形成をめざし、計測技術とシミュレーションを高度に連携
させたリアルタイム津波浸水被害予測システムの研究開発に取り組
んでいます。具体的には、鹿児島から茨城県までの約 8,000km太平
洋沿岸地域を対象に 30 メッシュの精度で東北大学サイバーサイエ
ンスセンターのスーパーコンピュータを用いて 5分以内に浸水被害
推定を行い、30 分以内に被害状況の GIS 情報を内閣府に設置され
ている政府の防災担当室に提供することができます。現在、サイバー
サイエンスセンターでは通常の高性能計算サービスを国内の研究
者・技術者に提供しながら、本システムを 24 時間 365 日の運用で
稼働させ、大規模地震発生時には直ちにリアルタイム津波浸水被害
予測シミュレーション
が行えるようにし、我
が国の国土強靱化に貢
献しています。今後対
象領域を北海道および
日本海沿岸にも拡張し、
併せて関連自治体への
災害情報のリアルタイ
ム提供や住民の携帯電
話への配信による避難
経路提示など、システ
ムのさらなる高度化と
災害情報の利用技術の
研究開発などにも取り
組んでいきたいと考え
ています。

　3次元デジタル測量データ（クラウドデータ）として記録した震
災遺構や原子力災害地域に取り残された文化財等について、本学災
害科学国際研究所との連携による 3次元MR（Mixed Reality）シス
テムを用いて、実験的に公開展示を行う事業を実施しています。こ
れにより、膨大なデジタルデータによって記録された大災害教育の
ための研究教育体制の実現を目指しています。また、震災アーカイ
ブ「みちのく震録伝」に蓄積された静止画像や動画等の記録を遺構
モデル上に重層的にマッピングすることで、震災直後から現在に至
る経時的な変化を含む再現可能な 3次元仮想現実による展示コンテ
ンツを制作・公開すると同時に、
本学の災害研究の深化を図って
います。さらに、仙台市等の被
災自治体、スミソニアン博物館
等との連携を通じ、国際的な震
災被害の伝承、防災教育等にも
広く活用を図っています。

　東日本大震災により、震災初期における最小限の照明と通信手段
の確保の重要性が再認識されました。エネルギー供給の観点からは、
小電力 LED 照明電源の確保と、非常用携帯端末充電機器の開発が
最優先課題と考えられ、震災時に強くかつ軽く薄く携帯性に優れた
発電機が被災地で切望されました。この要望に対応するため、足で
踏むことや手で叩くだけで発電可能で、軽く、ハンカチサイズで持
ち運べ、車に踏まれても壊れないような、伸び率変形率の大きな布
状発電シートを開発しました。さらに肘や膝に巻き、発電したエネ
ルギーでLEDを点灯することも可能であり、緊急時の有用性が高く、
実用化を通して地域産業の復興と雇用創出にも具体的期待が生まれ
ています。
　JST 戦略的基盤技術高度化支援事業（平成 24 ～ 25 年度）の支援
を受けて発電エネルギーを高い効率で利用するための電子回路を開
発し、従来の全波整流回路に比べて 3.7 倍の蓄電量を得ることに成
功しました。これを乗用車のタイヤ内に発電シートとともに装着し、
平均速度 16 ～ 20km/h で 100 秒間順調に走行し発電できました。
発電電圧の瞬時波形を解析することにより、降雨や凍結など復旧・
復興時にしばしば遭遇する悪条件下の自動車走行の安全確保に貢献
可能な技術を開発しました。

　血液性状が循環器疾患の早期発見に有用な指標となることが知ら
れており、高周波超音波機器を用いて、短時間の駆血によって赤血球
が集合する際の赤血球集合度のサイズの推定方法を開発し、赤血球
集合度と血糖値との相関関係に正の相関があることを示しています。
駆血時間を適切に設定することにより、血糖値に対する赤血球集合
度の変化が顕著になることもわかり、超音波による血糖値の非侵襲的
測定の可能性が示されています。
（工学研究科　金井 浩　教授）

　2次元アレイマトリック探触
子を開発し、各素子で連続波ド
プラを送受信しビームフォーミ
ングすることで、通常の超音波

診断装置の断層像とは異なる透過像を作成し、異常血流・血液中の
栓子を検出できるようにしました。さらに、生体テストにおいて同
様に検出ができ、有用性が確認されています。
（医工学研究科　西條 芳文　教授）

　東日本大震災時に発生した大規模停電や蓄電の急速な消費に伴
い、安否確認や情報収集など災害時に必要となるコミュニケーショ
ンが十分確保できなかったことは、自然の驚異を改めて知ると共に、
限られたエネルギー、限られた資源というものを再認識しました。
この課題に応え、これからのカーボンニュートラルを実現するため
に、電気エネルギーを高効率に供給するパワーエレクトロニクス技
術と、供給されるエネルギーの無駄使いを極限まで削減するグリー
ンエレクトロニクス技術が必要不可欠です。
　本プログラムでは、エネルギーの高効率供給と省エネルギーを極
めるグリーンパワー集積デバイスの開発を進めています。これまで
に、グリーンエレクトロニクス技術開発では、公的機関では世界唯
一のスピントロニクス集積回路 300mm試作・評価ラインを活用し
て、128Mb 磁気ランダムアクセスメモリ (STT-MRAM)、世界最小
磁気トンネル接合素子 (MTJ)、スピン軌道トルク型 (SOT)-MRAM
チップの開発に成功すると共に、世界最高性能の自動運行向け AI
プロセッサを実証し、実用化に向け大きく前進しました。加えて、
パワーエレクトロニクス技術開発では、GaN on Si パワーデバイス
を適用した超小型インバータの低損失高周波動作を確認し、超低消
費電力が要求される IoT/AI 分野から車載分野まで応用領域を拡大
する成果が得られております。
　引き続きワールドクラス企業および地域企業と連携して、革新的
コア技術の創出、及び
実用化により、我が国
の国際的競争力強化に
寄与すると共に、地域
活性化への貢献を通じ
て「東北復興・日本新
生の先導」の役割を担っ
て参ります。

東北大学
災害科学国際研究所

東北大学サイバーサイエンスセンター

地震情報推定

被害予測情報
の配信

政府・自治体等

地震発生

地震情報の推定 津波浸水予測・被害予測

震源・断層
データ等

津波浸水・被害予測
シミュレーション
プログラム

地形データ

津波浸水・
被害予測情報

サーバ サーバ

処理指示・
データ送受

運用切替・
プログラム
実行

Supercomputer AOBA

①システム構成

②浸⽔被害推定結果の可視化例

システム構成

浸水被害推定結果の可視化例

社会・情報インフラ整備 ［サイバーサイエンスセンター］

災害時のネットワークアクセス確保に適用可能
な利用者認証基盤技術の研究開発

社会・情報インフラ整備 ［学術資源研究公開センター］

東日本大震災遺構 3 次元クラウドデータアーカ
イブ構築公開事業

産業復興・研究開発 ［工学研究科］

緊急時に役立つ携帯型発電シートの開発

産業復興・研究開発 ［工学研究科］

電気エネルギーの高効率供給と省エネルギー電
気システムを目指したグリーンパワー集積デバ
イスの開発社会・情報インフラ整備 ［サイバーサイエンスセンター］

スーパーコンピュータを活用したリアルタイム
津波浸水被害推計システムの研究開発

南三陸町防災対策庁舎計測 3 次元デジタルアーカイブの体験の様子

試作した２次元アレイマトリック探触子 血管の透過像描出イメージ

双葉町清戸迫横穴計測

高周波超音波により手背静脈内の赤血球
集合のサイズ推定を行う

先端企業と互換性を有し、大学が運営する世界唯
一のスピントロニクス対応 300mm プロセス試作
評価ラインで作製された 300mm ウエハ

タイヤ内に装着した圧電シートと高蓄電効率電子回路

産業復興・研究開発 ［工学研究科・医工学研究科］

避難所の被災者の静脈血凝集度の非侵襲的診断
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　2020 年に開催される東京オリンピックでの、世界初の再生可能
エネルギーによる新聖火実現を目指してきました。家庭から出る生
ごみなどの微生物の発酵でつくられるバイオメタンガスが聖火のエ
ネルギー源となるため、地域の方々が聖火を作り出すことに参加で
き、地域コミュニティ形成の基盤としても関心が高まっています。
全国の子ども達に向けて、生ゴ
ミからバイオメタンガスをつく
る体験学習や出前授業を実施し、
環境教育の促進にもつながって
います。また、宮城県石巻市で
旧国立競技場聖火台にバイオメ
タンの炎を灯す点火式を行うな
ど、各地でイベントを開催し、
被災地東北から復興の光、そし
て復興支援への感謝の思いを伝
えています。

　東日本大震災の大津波により壊滅的な被害を被った仙台市若林区
荒浜地域の農業と農村コミュニティの再生支援を目的に、2011 年
秋から、地元荒浜の農家と仙台農業協同組合（JA 仙台）、仙台市経
済局農林部、宮城県農政部仙台農業改良普及センター、宮城県土
地改良事業団体連合会（水土里ネットみやぎ）、東北農政局経営・
事業支援部、農研機構東北農業研究センターらと定期的に再生プ
ランや実証事業の検討を重ねてきました。その成果の一つとして、
2015 年 1 月に農事組合法人「せんだいあらはま」が設立されまし

た。その後、「せんだいあらはま」の
持続性を高めるために、スマート農業
技術を活用した稲作の直播栽培や大豆
作等の技術指導や高収益作物であるミ
ニトマトの導入・定着支援、従業員を
対象とした人材育成等の支援を行って
います。

　本プロジェクトは、繊維質固化処理土工法を用いて津波堆積物と
廃木材チップを再資源化し、復興資材として活用できることを実証
するため、宮城県仙台市、気仙沼市および岩手県大船渡市の 3カ所
で津波堆積物の再資源化に関する試験施工を実施しました。その結
果、地域によって津波堆積物の性状が異なっていても、繊維質固化
処理土工法を適用して津波堆積物を地盤材料に再資源化できること
を確認しました。また、被災地の津波堆積物をサンプリングし、廃
木材チップと津波堆積物を混合して新たな地盤材料を作成し、室内
試験により強度特性および耐震性について検討しました。その結果、
廃木材チップ入り繊維質固化処理土は、未処理の津波堆積物と比べ
て約 8倍の液状化抵抗力があり、耐震性地盤材料として活用できる
ことを確認しました。

　東日本大震災の被災地では、復旧・復興に向けた取り組みが精力
的に行われていますが、がれき混じりの津波堆積物は再利用が難し
く、未だ処理地区に山積みになっている状態です。そこで、このが
れき混じりの津波堆積物からがれきを除去し、土砂分を全量リサイ
クルする試験施工を実施しました。試験施工では、初めにがれき混

じり津波堆積物を水槽に入れて加水し、浚渫装置であるマジック
ボールを用いて土砂分のみを浚渫し、その土砂分をソイルセパレー
タマルチ工法 ( 分級 ) により砂とフロックに分け、さらにフロック
を繊維質処理土工法により緑化基盤材に改良しました。緑化基盤材
は、宮城県名取市のイメージ盛土の 1面を緑化する際に全量使用し
ました。

　東日本大震災により、地域の伝統的民俗芸能も大きな被害を受け
ました。震災後、有形の文化財などは修復・復元が進められました
が、無形のものは継承者への支援が進まず、存続の危機にさらされ
ているものが多くあります。本研究では、これらの伝統的民俗芸能
を ICT を活用することによって保存し、さらには継承を支援するこ
とを目的としています。モーションキャプチャを計測・保存し、後
生に残す「CGアニメーション教材」を制作し、被災地の伝統的民
俗芸能の継承者に対する支援方法の確立を目指します。
　地域の伝統芸能や文化は、そ
の土地の風土や歴史を反映して
おり、未来に受け継がれるべき
地域の宝です。このプロジェク
トでは、東北地域に伝わる神楽
などの伝統的民俗芸能をデジタ
ル保存し、継承を支援していま
す。

　原子力発電所の事故により環境に放出されたセシウム、ストロン
チウムの除去は、もっぱら固体抽出剤（カラム）で行われましたが、
使用済みカラムが減容不可の固体廃棄物となるばかりか、高放射性
でカラムの分解が生じ、二次廃棄物として現在に至る問題となって
います。私たちは、事故前から開発していた溶媒抽出法の技術を応
用し、現場設置が可能で、除去した放射性元素をコンパクトにガラ
ス固化でき、溶媒をその場でリサイクルする方法を開発しました。
特に、従来は高い酸性溶液中からのみ可能であったものの、中性の
環境水中からも共抽出剤の添加で可能な溶媒抽出法を開発しました。

　緊急時対応医療技術として、プラズマ滅菌、医療用バイオセン
サー、健康モニタリングシステム、高機能簡易毛布などの医療機器
の開発を行います。大気を利用したプラズマ滅菌装置の開発につい
ては、緊急時、医療物資が十分でない場合に病院等で医療器具を滅
菌することや、手や身体の消毒に利用することを想定しています。
現在は、水と空気と電気で作動する小型滅菌装置の開発を進めてい
ます。また、平成 23年度～ 28 年度 JST- 先端融合研究拠点プロジェ
クトにて、東北大学で医療用のバイオセンサーを開発しました。医
療機器防振マテリアルの開発では、地震時にメスなどの医療機器が
散乱することを防ぐための防振材料や、長期化する避難による夏の
暑さ対策や節電のための放熱敷物マテリアルを開発します。また、
生体模倣分子等による界面現象と表面修飾の理論解析により、開発
の促進を図ります。さらに、避難所における傷病者や高齢者の健康
状態の急変に即座に対応するため、複数人の血圧や血流動態を連続
的にモニタすることが可能な簡便なシステムの構築を目指していき
ます。

産業復興・研究開発 ［農学研究科］

2020 東京オリンピック聖火を
バイオメタンで燃やそう！

小学校での出前授業

生ごみからつくったバイオガス

復興感謝祭チラシ

産業復興・研究開発 ［農学研究科］

荒浜プロジェクト

産業復興・研究開発 ［環境科学研究科］

東日本大震災で発生した廃木材とヘドロの再利
用による耐震性人工地盤の造成

産業復興・研究開発 ［教育学研究科（旧教育情報学研究部）］

被災地域で絶滅の危機にある伝統の危機にある
継承者支援法の開発

産業復興・研究開発 ［流体科学研究所］

緊急時対応医療技術の開発

産業復興・研究開発 ［金属材料研究所］

原発事故対応のための環境水中ストロンチウム
（Sr）、セシウム（Cs）の除去法の開発

会議 野菜出荷検討会

繊維質固化処理土工法による津波堆積物
の再資源化

繊維質固化処理土を用いて造成された堤
防

ソイセパレータマルチ工法による津波堆
積物の分級

津波堆積物中の粘土を用いて作成した緑
化基盤材による法面緑化工事

産業復興・研究開発 ［環境科学研究科］

ソイルセパレータマルチ工法とボンテラン工法
の融合による津波堆積物の再資源化実証試験と
地盤材料評価

モーションキャプチャから CG 作製まで
のイメージ

浦浜念仏剣舞のモーションキャプチャ

法霊神楽のモーションキャプチャ

滅菌用プラズマの発光



180 181

 東北大学復興アクション 2011-2021復興アクション 100+

　原発問題による電力不足への対策として、高効率太陽光発電、燃
料電池、燃焼技術、自然エネルギー利用技術等の開発を行うととも
に、ナノエネルギーシステム（太陽電池、燃料電池等）とメガエネ
ルギーシステム（火力、風力、地熱等）を融合し、最適化設計を
取り入れたスマートエネルギーネットを実現します。2009 年度～
2015 年度国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）- 戦略的創造
研究推進事業CREST にて、東北大学を中心に東京大学・北海道大学・
慶應義塾大学・奈良先端科学技術大学院大学と共同で、理論的限界
を超える変換効率 30％以上の高効率量子ドット太陽光発電の可能性
を実証しました。2012 年に経済産業省「産学連携イノベーション
促進事業」の補助により、最先端電池基盤技術に関する産学コンソー
シアムを立ち上げ、太陽電池・二次電池・燃料電池およびその最適
化統合システムを実現し、再生可能エネルギー由来水素自立型エネ
ルギーシステムの実現を推進しています。さらに、2013 年 4 月に
未到エネルギー研究センターを発足し、全学におけるエネルギー研
究連携の中核となる研究を推進
しています。

　漂流物・震災がれきが混入した津波ならびに洪水流の流動と衝
撃力に対し、長波近似を用いな
い高精度の混相流体力学的アプ
ローチを行い、スーパーコン
ピューティングによる混相津波
の流動予測と構造物へのダメー
ジ評価を行っております。本シ
ミュレーションによる津波衝撃
力評価に関する定量予測精度高
度化のため、沿岸海域の模型化
と津波スケールモデリングの概
念を用いた基礎実験を行い、シ
ミュレーション結果との比較検
討を行います。工業プラント・

発電所等の比較的狭い領域を解析対象とし、津波と構造物双方の相
互作用を考慮し、衝突構想津波の界面変形挙動とがれき・構造物の
変形破壊挙動を同時に解析可能なシミュレーション法を開発するこ
とを目的としています。また、陸上構造物の津波衝撃緩和を可能に
する配置最適化・形状最適化シミュレーション、沖合に建造する津
波緩衝用構造物の形状や配置に関するシミュレーション予測を行っ
ております。

　材料科学高等研究所（AIMR）は材料科学に関する世界トップレ
ベル研究を推進してきました。特に、創エネルギー、省エネルギー、
環境浄化のためのグリーンマテリアル創製研究に注力してきまし
た。その成果と実績を踏まえて、今回の巨大震災復興のための一助
として、太陽エネルギー利用効率の向上を目指します。光エネルギー
を電力に変換する効率を飛躍的に向上させるような新規材料や新規
デバイス構造を開発し、創エネルギーを達成していきます。また、
電気抵抗削減（省エネルギー）のための超伝導物質の探索や超伝導
発現機構の解明も進め、材料の研究を通じて復興に貢献します。

　東日本大震災以降、「みやぎ復興パーク」において、先進技術・
知見を活用した新たな地域交通システムの提案と、安全・安心で地
産地消可能なリチウムイオン電池の量産化の実現など具体的な新産
業創出を果たしてきました。その成果と実績のもと、研究開発成果
を活用した地域の社会課題解決と、さらなる研究開発実証、社会実
装推進による地域新産業創出により、福島復興への貢献に向けた活
動を行っています。
　2019 年 9月より、福島ロボットテストフィールド（RTF）に拠点
を設置し、全国大学ネットワークを活用し、CASE、MaaS など次
世代モビリティの産学共創による実証・実装の推進に取り組んでい
ます。例えば、次世代モビリティに関する普及啓発・人材育成のた
めのセミナーの開催や、小型 EVを導入し、3次元環境計測やリチ
ウムイオン電池への換装、非接触給電の実証など取り組んでいます。

産業復興・研究開発 ［流体科学研究所］

代替エネルギー源の開発

東北大学最先端電池基盤技術コンソーシ
アムと産総研郡山再生可能エネルギー研
究センターとの技術交流会

産業復興・研究開発 ［流体科学研究所］

がれき混入型津波に関する
スーパーコンピュテーション

産業復興・研究開発 ［材料科学高等研究所］

創エネルギー、省エネルギーを目指すグリーン
マテリアルの開発基盤研究

橋脚に衝突する洪水流に関する超並列
スーパーコンピューティング

産業復興・研究開発 ［未来科学技術共同研究センター］

福島相双地区における「モビリティ・イノベー
ション社会実装・産業創生国際拠点」の構築

実証用小型 EV 車両 月例セミナー

インタビュー

−現在の活動について教えてください。
吉田 HARU の主な活動地域は宮城県石巻市と
山元町です。石巻市では復興公営住宅でお茶会
を開いて住民と交流したり、山元町では物産イ
ベントの運営補助を行ったりしています。
鈴木 山元町ではイベントを運営する人手が足
りないため、私たちが協力しているんですよね。
橋本 そうですね。私は山元町の住民から「10、
20 年前までは子どもの笑い声がたくさん聞こ
えていたのに、最近は聞こえなくなった」とい
う話を聞いたことがあります。被災地では少子
化や過疎化が大きな課題になっているんだと思
います。
東泉 人口減少など、地域にもともとあった課
題が、震災によって急激に悪化した印象ですよ
ね。現地を訪れると「学生が来ると、まちに活
気が生まれる」などとよく言われるので、ボラ
ンティアを通して少しでも被災地に笑顔を届け
られればと思います。
−震災から 10 年を迎えて。
東泉 この度、震災 10 年を節目として「東北大
生による震災 10 年を考えるプロジェクト」を

立ち上げました。学生間でワークショップを行
い、被災地や社会全体における諸問題にアプ
ローチする場を設けたり、これまでの HARU の
歴史を振り返り、ボランティアのあり方を考え
直したりする機会を作っていきたいと考えてい
ます。
鈴木 HARU も結成から 10 年を迎えるので、こ
れまでの歴史に重みを感じますよね。震災当時
は、今以上に休む暇もなく支援活動をしていた
そうなので、当時の先輩方の頑張りや必死な思
いなどを心の片隅に置きながら活動していきた
いです。
吉田 震災直後の HARU は、がれき撤去などの
ハード面の支援が多かったですが、被災地の再
生が進むにつれて、コミュニティ支援などのソ
フト面の支援が増えてきましたよね？
橋本 そうですね。ハード面の復興はだいぶ進
みましたが、ソフト面に関しては、今後も長期
的な支援が必要だと思います。
鈴木 これからは後輩たちが HARU の運営を行
うようになるので、私たちの取り組みをきちん
と引き継ぎ、サポートしていきたいです。

東北大学地域復興プロジェクト

HARU

長
期
的
な
復
興
を
見
据
え
、

地
域
の
課
題
に
向
き
合
い
続
け
る
。

被災地の復興支援を目的に活動する東北大学の学生ボランティア団体「HARU」。
震災直後、学生有志により結成され、多彩な支援活動を展開してきた。
現在 HARU で活躍する 4 名に、活動内容やそれぞれの思いなどを聞いた。

近年、山元町で開
催しているハロウィ
ンイベント。学生を
主体にして 5年前
に始まった。コミュ
ニティ支援の一環
として、子どもも大
人も楽しめる交流
の場を提供してい
る。

震災直後の写真洗
浄ボランティアの
様子。被災者のア
ルバムなどを一時
的に預かり、1 枚
1 枚丁寧に泥を落
としていく。

代表　理学部数学科3年　吉田 匡孝
副代表　理学部数学科3年　鈴木 悠香
山元部門長　文学部 3年　橋本 小次郎
次期石巻部門長「東北大生による震災10年を考える
プロジェクト」リーダー　法学部 2年　東泉 直宏
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復興計画策定会議等への貢献
　東日本大震災発生後、本学教職員が中央省庁審議会等へ積極的に参画し、国や地方公共団体に向けての政策提言や復旧・復興支援の取組（街・
集落再建、除染、塩害対策、カウンセリング、身元不明遺体照合など）に努めることで、国家政策や地域政策の策定等にも積極的に貢献してきました。

※これまでの取組を一覧にしていますので、すでに終了したものや退職した教員等も含まれています。

［内閣府］
防災基本計画の在り方に関する検討会
　法学研究科　島田　明夫教授
被災者の住まいの確保策検討ワーキンググループ
　法学研究科　島田　明夫教授
火山防災エキスパート等合同会議
　法学研究科　島田　明夫教授
第24期・社会学委員会東日本大震災後の社会的モニタリングと復興の課
題検討分科会
　経済学研究科　増田　聡教授
次世代インフラ・復興再生戦略協議会　ICTワーキンググループ
　電気通信研究所　羽生　貴弘教授
東日本大震災復興構想会議検討部会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
中央防災会議南海トラフの巨大地震モデル検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
中央防災会議南海トラフ巨大地震対策検討委員会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
総合科学技術会議　科学技術イノベーション政策推進専門調査会　復興・
再生戦略協議会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
大規模災害情報の収集・保存・活用方策に関する検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
防災関連調査研究の戦略的推進ワーキンググループ
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
防災教育チャレンジプラン実行委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会
　理学研究科　松澤　暢教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
地震・津波関連指針等検討小委員会
　理学研究科地震・ 噴火予知研究観測センター　海野　徳仁教授
　工学研究科　京谷　孝史教授
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［復興庁］
「平成30年度被災地における先行事例収集業務」監修委員
　経済学研究科　福嶋　路教授
専門家派遣集中支援事業
　経済学研究科　福嶋　路教授
復興推進委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授

「新しい東北」先導モデル事業
　工学研究科　中田　俊彦教授
災害危険区域内の土地利用のあり方勉強会
　工学研究科　姥浦　道生教授
被災市街地における土地活用促進支援調査 有識者委員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
東日本大震災からの復興の総括に係るWG
　工学研究科　姥浦　道生教授

「新しい東北」の創造に向けた一次産業分野における有識者懇談会
　農学研究科　伊藤　房雄教授
有識者（社会基盤分野）事業評価者
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
岩手県震災津波関連資料に係る収集・デジタル化並びにデジタルアーカイ
ブ構築及び運用保守業務に関する技術的審査委員会
　災害科学国際研究所　柴山　明寛准教授

［総務省］
地域防災計画における地震・津波対策の充実・強化に関する検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検
討委員会 
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
避難支援アプリの機能に関する検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
東日本大震災アーカイブ利活用会合
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
福島県原発事故避難区域に帰還される方々への地デジ支援事業の委託先
の評価会
　サイバーサイエンスセンター　曽根　秀昭教授

［文部科学省］
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 防災科学技術委員会
　理学研究科　松澤　暢教授
東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議 
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
地震調査研究推進本部地震調査委員会津波評価部会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
国立研究開発法人防災科学技術研究所部会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
地震調査研究推進本部
　災害科学国際研究所　源栄　正人教授
　災害科学国際研究所　遠田　晋次教授
　災害科学国際研究所　後藤　和久准教授
災害に強い学校施設づくり検討部会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
中央教育審議会スポーツ・青少年分科会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授

［農林水産省］
食糧・農業分野における震災復興のための専門家会議
　法学研究科　米村　滋人准教授
被災地の復興のための先端技術展開事業運営委員会
　農学研究科　伊藤　房雄教授
東日本大震災に係る海岸防災林の再生に関する検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［農林水産省／国土交通省］
海岸における津波対策検討委員会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［経済産業省］
再生可能エネルギーアドバイザリーボード
　工学研究科　中田　俊彦教授
再生可能エネルギー導入による産業復興の可能性調査検討委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授

国

持続可能なバイオマス発電のあり方に係る研究会
　工学研究科　中田　俊彦教授

［国土交通省］
東北港湾の復旧・復興基本方針検討委員会
　経済学研究科　林山　泰久教授
東北ブロックにおける社会資本整備重点計画に関する有識者懇談会
　経済学研究科　増田　聡教授
地産地消型自然エネルギーの有効活用方策の構築に関する検討会
　工学研究科　中田　俊彦教授
井土浦海岸堤防構造検討会
　工学研究科　田中　仁教授
東日本大震災による津波被害からの復興まちづくり検証委員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
東日本大震災における津波被害からの市街地復興事業検証委員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
交通政策審議会港湾分科会防災部会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏まえた津波警報改善に向けた
勉強会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
防災国土づくり委員会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
空港の津波対策検討委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
緑地やオープンスペースの活用による津波被害の軽減方策等検討調査及
び迅速な復旧・復興に向けたがれきの活用方策等に関する検討業務合同
有識者委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する検討会 
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
河川分科会（社会資本整備審議会）
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
津波予測技術勉強会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
海岸委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
高田松原津波復興祈念公園 空間デザイン検討委員会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
旧北上川かわまちづくり検討会 市民部会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
高田松原津波復興祈念公園 景観検討調整会議
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
名取川水系河川整備学識者懇談会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
津波予測技術に関する勉強会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
震災伝承検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
仙台湾南部海岸地区環境等検討懇談会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
　災害科学国際研究所　有働　恵子 准教授
震災遺構等サインに関する検討委員会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授

「大規模災害等に備えた外国人観光客への情報収集・提供方法に関する実
証事業」検討会
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔 准教授
仙台空港復旧・復興のあり方検討委員会
　災害科学国際研究所　奥村　誠教授 
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
北上川等堤防復旧技術検討委員会
　　真野　明名誉教授

水辺を活かしたまちづくり検討
　工学研究科　田中　仁教授
　工学研究科　本江　正茂准教授
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
旧北上川かわまちづくり検討会
　工学研究科　田中　仁教授
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
宮城県沿岸域河口部・海岸施設復旧における環境等検討委員会
　工学研究科　田中　仁教授
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
　災害科学国際研究所　真野　明名誉教授
　澤本　正樹名誉教授
下水道地震・津波対策技術検討委員会
　工学研究科　大村　達夫教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
東北港湾における津波・震災対策技術検討委員会
　工学研究科　風間　基樹教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［環境省］
再生可能エネルギー等導入推進基金事業審査委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
防災拠点等への再生可能エネルギー等導入推進事業審査委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
2050年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及可能性検証検討会
　工学研究科　中田　俊彦教授
再生可能エネルギー熱を活用したゼロ・エネルギー化の検討ワーキンググループ
　工学研究科　中田　俊彦教授
地域貢献型再生可能エネルギー導入方策検討ワーキンググループ
　工学研究科　中田　俊彦教授
巨大地震に伴う災害廃棄物対応検討委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
平成25年度災害廃棄物対策指針の策定業務検討委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
川内村対策地域内廃棄物処理業務（減容化処理等）技術提案書審査委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
平成25年度飯舘村小宮地区対策地域内廃棄物処理業務（減容化）アドバ
イザリー委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
葛尾村対策地域内廃棄物処理業務（減容化処理）技術提案書審査委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
東北地方災害廃棄物連絡会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
対策地域内廃棄物処理業務等（減容化処理）に係るアドバイザリー委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
大規模災害発生時における災害廃棄物対策検討委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
災害廃棄物対策推進検討会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
災害廃棄物対策東北ブロック協議会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
中間貯蔵施設における可燃性除染廃棄物等の減容化施設検討会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
中間貯蔵施設における廃棄物等処理業務事業者選定に係る審査基準等検討会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
生成物の性状確認等に係る技術検討委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
放射線審議会
　災害科学国際研究所　千田　浩一教授

［参議院］
東日本大震災と統治機構についての審査会
　法学研究科　牧原　出教授
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［独立行政法人国際協力機構］
プロジェクト研究「防災の主流化」委員会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
エクアドル「津波を伴う地震のモニタリング能力強化プロジェクト」
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構］
観測衛星を利用した防災利用実証活動水害ワーキンググループ
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
大規模災害衛星画像解析支援チーム
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
水害ワーキンググループ
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［国立研究開発法人日本原子力研究開発機構／内閣府］
放射線防護対策評価検討会
　薬学研究科　吉田　浩子准教授

［国立研究開発法人国立環境研究所］
災害廃棄物の迅速・円滑な処理を目指した処理技術・システムの研究アド
バイザリー委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授

［国立研究開発法人国立環境研究所／福島県］
福島県環境創造センター環境創造部門
　工学研究科　中田　俊彦教授

　　
［宮城県］
宮城県NPO等の絆力を活かした震災復興支援事業審査委員会
　教育学研究科　石井山　竜平准教授
復興まちづくり検討会
　経済学研究科　大滝　精一教授
宮城県被災者復興支援会議
　経済学研究科　大滝　精一教授
新・みやぎ建設産業振興懇談会
　経済学研究科　増田　聡教授
宮城県防災会議（地震対策等専門部会）
　経済学研究科　増田　聡教授
宮城県国土利用調査審議会
　経済学研究科　増田　聡教授
宮城県議会再生可能エネルギー等調査特別委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業外部有識者評価会
　工学研究科　中田　俊彦教授
蒲生干潟自然再生事業等に関する意見交換会
　工学研究科　田中　仁教授
東部管内農地災害復旧等施工技術検討委員会
　農学研究科　伊藤　房雄教授
東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務総括検討委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
宮城県行政評価委員会　政策評価部会
　環境科学研究科　井上　千弘教授
宮城県災害廃棄物処理計画　有識者検討会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
宮城県環境審議会環境基本計画策定専門委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
宮城県震災復興会議　
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
防災会議（東日本大震災検証・記録専門部会）
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
みやぎ防災教育推進ネットワーク会議
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
宮城県津波浸水想定の設定に関する検討会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

防災教育を中心とした学校安全フォーラム実行委員
　災害科学国際研究所　桜井　愛子准教授
女川原子力発電所2号機の安全性に関する検討会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
宮城県津波対策連絡協議会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
宮城県国土強靭化地域計画アドバイザー
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授

「宮城県復興10年総括検証」基礎データ資料作成業務に関する公募型プロ
ポーザル方式選定委員
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
広域防災拠点整備検討会議
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
実践的防災教育総合支援事業推進委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
松島自然の家再建に係る懇話会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
防災教育を中心とした学校安全フォーラム実行委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
宮城県行政評価委員会政策評価部会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
宮城県行政評価委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
学校安全総合支援事業推進委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
宮城県行政評価委員会政策評価部会第三分科会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
未来へつなぐ学校と地域の安全フォーラム実行委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
宮城県震災復興検証アドバイザー
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
宮城県総合計画審議会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
公共土木施設構造検討会
　工学研究科　大村　達夫教授
　工学研究科　鈴木　基行教授
　工学研究科　田中　仁教授
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
　災害科学国際研究所　真野　明教授
地震対策等専門部会
　経済学研究科　増田　聡教授
　理学研究科　海野　徳仁教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
宮城県防災専門教育アドバイザー
　工学研究科　小野田　泰明教授
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
　災害科学国際研究所　平川　新名誉教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
　病院　石井　正教授

［仙台市］
仙台市震災復興検討会議、東部地域検討ワーキング
　経済学研究科　増田　聡教授
仙台市復興まちづくり連絡調整会議
　経済学研究科　増田　聡教授
仙台市震災復興メモリアル等検討委員会
　経済学研究科　増田　聡教授
仙台市復興記録誌編さんアドバイザー
　経済学研究科　増田　聡教授

津波避難施設の整備に関する検討委員会
　経済学研究科　増田　聡教授
仙台市議会 エネルギー政策調査特別委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
仙台市環境監査委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
仙台市集団移転跡地利活用検討委員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
仙台市集団移転跡地利活用事業者選定委員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
沿岸部メモリアル施設アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
中心部震災メモリアル拠点検討委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
　災害科学国際研究所　マリ　エリザベス准教授
仙台市津波避難施設の整備に関する検討委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
新たな学校防災教育推進協議会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
新防災教育副読本編集アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
災害に強いコミュニティのための市民フォーラム実行委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
仙台市地域防災リーダー養成事業次期計画作成に向けた研究会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
仙台市防災会議原子力防災部会
　サイバーサイエンスセンター　曽根　秀昭教授
仙台市情報化推進会議
　サイバーサイエンスセンター　曽根　秀昭教授
仙台市防災会議
　経済学研究科　増田　聡教授
　災害科学国際研究所　千田　浩一教授
仙台市復興推進協議会
　経済学研究科　福嶋　路教授
　農学研究科　伊藤　房雄教授
仙台市震災復興検討会議
　法学研究科　牧原　出教授
　経済学研究科　増田　聡教授 
　医学系研究科　辻　一郎教授
　工学研究科　風間　基樹教授 
　工学研究科　堀切川　一男教授
　農学研究科　中井　裕教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
仙台市震災復興推進本部会議（震災復興アドバイザー）
　経済学研究科　大滝　精一教授
　経済学研究科　増田　聡教授
　経済学研究科　西出　優子准教授
　工学研究科　小野田　泰明教授
　農学研究科　中井　裕教授
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［石巻市］
石巻市震災復興基本計画市民検討委員会
　工学研究科　小野田　泰明教授
復興まちづくり推進会議
　工学研究科　姥浦　道生教授
石巻市あけぼの北地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授
石巻市中心市街地活性化検討市民会議
　工学研究科　姥浦　道生教授
石巻市観光交流施設整備実務者検討委員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
石巻市湊西地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授

上釜南部地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授
中央二丁目地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授
石巻市新蛇田地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
学校防災推進会議
　災害科学国際研究所　桜井　愛子准教授
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
石巻市復興まちづくり推進会議
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
駅前拠点地区検討会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
中瀬公園検討会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
河北（二子）地区復興まちづくり協議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
新蛇田南第二地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
石巻市震災伝承検討会議
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔助教
石巻市震災遺構検討会議（旧門脇小学校校舎）
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔助教
石巻市震災伝承事業に関するアドバイザー及びファシリテーター
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
かわまちづくり交流拠点検討会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
半島拠点部実務者会議
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
石巻市市街地復興工事調整業務に関するプロポーザル選定委員
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
震災伝承検討会議及び震災遺構検討会議（旧門脇小学校校舎、旧大川小
学校校舎）
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
プロポーザル選定委員会（旧門脇小学校震災遺構調査・基本設計等業務、
大川小学校旧校舎震災遺構調査・基本設計等業務）
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
石巻市学校防災推進会議
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
石巻市防災教育副読本編集委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
石巻市震災復興推進本部復興ビジョン有識者懇談会
　工学研究科　小野田　泰明教授
　 災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［岩沼市］
仙塩広域都市計画事業岩沼市矢野目西地区土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授
岩沼市農業復興検討委員会
　農学研究科　伊藤　房雄教授
岩沼市防災会議
　災害科学国際研究所　丸谷　浩明教授
岩沼市震災復興会議
　経済学研究科　大滝　精一教授 
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［大崎市］
大崎市加護坊温泉さくらの湯太陽光発電設備等、木質バイオマス設備導入
事業設計施工一括発注・公募型プロポーザル選定委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
大崎市災害復興懇談会／震災復興市民会議
　災害科学国際研究所　源栄　正人教授
大崎市防災教育アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
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みやぎ防災教育推進協力校事業大崎市防災教育アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業大崎市防災（安全）
教育アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授

［気仙沼市］
岩井崎プロムナードセンター整備検討会議
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
気仙沼市防災会議
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
気仙沼市新庁舎建設基本構想策定有識者会議
　災害科学国際研究所　丸谷　浩明教授
気仙沼市震災復興会議
　経済学研究科　大滝　精一教授 
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［塩竈市］
北浜地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授
藤倉二丁目地区被災市街地復興土地区画整理審議会
　工学研究科　姥浦　道生教授
塩釜市防災教育推進協議会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
防災教育推進協議会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
塩竈市震災復興計画検討委員会
　工学研究科　姥浦　道生准教授
　医工学研究科　小玉　哲也教授
　首藤　伸夫名誉教授 

［多賀城市］
多賀城市立小・中学校防災主任会アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
多賀城市被災者現況調査アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
多賀城市立東豊中学校区防災教育推進委員会アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授

［名取市］
名取市防災会議
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
閖上地区まちなか再生協議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
名取市新たな未来会議
　経済学研究科　増田　聡教授
　経済学研究科　福嶋　路准教授
　工学研究科　風間　基樹教授
　工学研究科　姥浦　道生准教授
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
　災害科学国際研究所　村尾　修教授
東日本大震災第三者検証委員会
　電気通信研究所　鈴木　陽一教授
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
　沢谷　邦男名誉教授

［東松島市］
東松島市防災会議
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
東松島市震災伝承館事業アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
東松島市震災復興モニュメント検討委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
東松島市復興まちづくり計画有識者委員会
　経済学研究科　増田　聡教授
　農学研究科　大村　道明助教

［女川町］
復興まちづくりデザイン会議
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
女川町発展計画審議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
女川町復興計画策定委員会 
　農学研究科　木島　明博教授 
　首藤　伸夫名誉教授

［加美町］
加美町防災会議
　法学研究科　島田　明夫教授

［七ヶ浜町］
七ヶ浜町震災復興計画震災復興アドバイザー
　工学研究科　小野田　泰明教授

［南三陸町］
道の駅整備推進協議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
(仮)南三陸町震災伝承館施設展示基本計画策定業務プロポーザル審査委員会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
南三陸町震災復興計画策定会議
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授 
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
　大橋　英寿名誉教授

［山元町］
山元町コンパクトシティ型スマートコミュニティ事業アドバイザリーボード
　工学研究科　中田　俊彦教授
山元町震災復興有識者会議
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授

［亘理町］
亘理町震災復興会議
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
亘理町防災会議
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
亘理町防災主任者会（防災教育推進研修会）アドバイザー
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授

［北海道］
防災アドバイザー
　災害科学国際研究所　定池　祐季助教
厚真町心のサポート・防災学習推進協議会
　災害科学国際研究所　定池　祐季助教

［青森県］
スマートシティアカデミー
　工学研究科　中田　俊彦教授
弘前型スマートシティ構想策定委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
青森県エネルギー産業振興戦略推進会議
　工学研究科　中田　俊彦教授
弘前市分散型エネルギーインフラプロジェクト事業化アドバイザリー会議
　工学研究科　中田　俊彦教授
弘前型スマートシティ懇談会
　工学研究科　中田　俊彦教授
青森県原子力安全対策検証委員会（津波関係）
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
学校と地域が一体になった防災教育推進事業アドバイザー
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
　災害科学国際研究所　佐藤　翔輔准教授
防災対策強化検討委員会
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授

［秋田県］
津波浸水想定調査委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［岩手県］
スマートコミュニティ推進協議会
　工学研究科　中田　俊彦教授
海と山と人をつなぐ地域再生可能エネルギーシステム・大船渡プロジェクト
推進協議会
　工学研究科　中田　俊彦教授
高田地区海岸養浜技術検討委員会
　工学研究科　田中　仁教授
宮古市スマートコミュニティ推進協議会
　工学研究科　中田　俊彦教授
大船渡地区津波復興拠点整備事業専門員会
　工学研究科　姥浦　道生教授
岩手県河川・海岸構造物の復旧等における環境・景観検討委員会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
岩手県津波防災技術専門委員会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
陸前高田市景観審議会
　災害科学国際研究所　平野　勝也准教授
高田松原津波復興祈念公園震災津波伝承施設検討委員会
　災害科学国際研究所　柴山　明寛准教授
自主防災組織活性化検討会議
　災害科学国際研究所　佐藤　健教授
岩手県津波防災技術専門委員会（津波関係）
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
　首藤　伸夫名誉教授
釜石市復興プロジェクト会議
　工学研究科　小野田　泰明教授 
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［山形県］
スマートコミュニティ推進委員会
　工学研究科　中田　俊彦教授
山形県廃棄物処理施設審査会
　工学研究科　中田　俊彦教授

［福島県］
伊達市総合計画審議会
　法学研究科　宍戸　邦久教授
双葉町津波被災地域復興小委員会
　経済学研究科　増田　聡教授
楢葉町復興まちづくり計画検討委員会
　経済学研究科　増田　聡教授
大熊町除染検証委員会
　薬学研究科　吉田　浩子准教授
福島県再生可能エネルギー次世代技術開発事業
　工学研究科　中田　俊彦教授
地域復興実用化開発等促進事業費補助金審査会（エネルギー分野）
　工学研究科　中田　俊彦教授
福島市環境審議会
　工学研究科　中田　俊彦教授
イノベーション・コースト構想将来展開検討会
　工学研究科　中田　俊彦教授
大熊町ゼロカーボンビジョン策定有識者会議
　工学研究科　中田　俊彦教授
福島県復興計画検討委員会
　農学研究科　伊藤　房雄教授
福島県復興ビジョン検討委員会
　農学研究科　伊藤　房雄教授
葛尾村産業再生事業化計画アドバイザー
　農学研究科　伊藤　房雄教授
中間所蔵施設に関する専門家会議
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授

福島県海岸における津波対策等検討会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授
福島県沿岸津波浸水想定策定に向けた技術検討会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［茨城県］
茨城県原子力安全対策委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［静岡県］
防災・原子力学術会議津波対策分科会
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
　災害科学国際研究所　後藤　和久准教授

［島根県］
地震津波防災対策検討委員会
　災害科学国際研究所　遠田　晋次教授

［徳島県］
徳島県復興指針検討委員会
　災害科学国際研究所　定池　祐季助教

［高知県］
高知県南海トラフ地震対策推進本部
　災害科学国際研究所　今村　文彦教授
石油基地等地震・津波対策検討会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構］
東日本大震災生活復興研究会
　経済学研究科　増田　聡教授

［一般社団法人東北地域づくり協会］
東北地域づくり協会
　国際文化研究科　青木　俊明准教授

［中間貯蔵・環境安全事業株式会社］
中間貯蔵事業技術検討会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授
除染・中間貯蔵関連技術探索サイト技術評価委員会
　環境科学研究科　吉岡　敏明教授

［公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター］
巨大地震・津波等の対策技術検討委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［東北電力株式会社］
津波評価に関する技術検討会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［特定非営利活動法人大規模災害対策研究機構］
大規模災害対策研究機構
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

［一般財団法人漁港漁場漁村総合研究所］
津波漂流物対策の技術調査検討委員会
　災害科学国際研究所　越村　俊一教授

その他

復興計画策定会議等への貢献
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 東北大学復興アクション 2011-2021震災 10 年の知と未来事業

　東日本大震災発生直後の 2011 年 4 月、東北大学は「災害復興新生研究機構」を立ち上げました。以来、およ

そ 10 年間にわたり災害科学や地域医療、環境エネルギー、廃炉など、さまざまな復興支援の取組を展開してき

ました。それは、震災で得られた知や経験、教訓を社会に還元していくことこそが、あの未曽有の大災害を経

験した唯一の総合大学としての使命であり、社会にできるひとつの恩返しであると考えたからです。

　震災から 10 年が経過する今、世界は地球温暖化や激甚化・頻発化する気象災害、新型コロナウイルス感染症

の拡大など、新たな課題に直面しています。そうした課題の解決に、震災とその復興から得られた知や経験は

どのように活かしていけるのか、東北大学の新たな挑戦が始まっています。

震災 10 年の知と未来事業 HP
https://tohokuuniversity-lessonsfrom311.com/

東日本大震災から 10 年。

培ってきた知と感謝を胸に、

復興にとどまらない

新たな未来を創り出す。

　「震災 10 年の知と未来事業」では、東北大学の復興に関する「知」を

新たに４つのカテゴリーに分類し、「知」を活かして

これからの未来を考えるためのオンラインシンポジウムをカテゴリーごとに配信しています。

【未来をともに生きる４つのテーマ】

「震災 10 年の知と未来事業」について

いのちと
生きる

生命

寄り添う

地域と
生きる

社会
つながり
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 東北大学復興アクション 2011-2021震災 10 年の知と未来事業

　地震、津波、台風、洪水、噴火、感染症など、私たちは日々さまざまな災害と隣り合
わせで生活しています。そしてそれらの災害は、残念ながら今日の技術では完全に防ぐ
ことはできません。自然に向き合い、災害とともに生きることを覚悟した私たちに必要
な生きる力について、震災 10 年の知をもとに考えます。

　東日本大震災をはじめ様々な災害に直面する度に、多くの人々がともに支え合い、協
力し合いながら困難を乗り越えてきました。そしてそうした経験は、いのちと寄り添う
ことやいのちそのものの大切さを見つめなおすきっかけとなりました。改めて、いのち
と生きる未来の姿について、震災 10 年の知をもとに考えます。

［出演者］

災害科学国際研究所　今村 文彦 所長

理学研究科　須賀 利雄 教授

医学系研究科　押谷 仁 教授

［出演者］

東北メディカル・メガバンク機構
山本 雅之 機構長

シンガーソングライター　幹 miki 氏

［出演者］

大学病院　石井 正 教授

［出演者］

文学研究科　谷山 洋三 准教授

TBS テレビ プロデューサー　峠田 浩 氏

［出演者］

災害科学国際研究所

今村 文彦 所長

［講演］

有時における医療活動とは
～東日本大震災や新型コロナウイルス感染症などへの

医療対応経験を通じて～
［出演者］

理学研究科

須賀 利雄 教授

［対談］

いのちに寄り添う
～震災から考える新しいこころのケア～

［講演］

東日本大震災と
新型コロナウイルスへの対応から
明らかになった危機管理の課題

［出演者］

医学系研究科

押谷 仁 教授

　2020 年 7 月に公開された第 1 回オンラインシンポジウム

「災害と生きる」では、津波災害、気象災害、感染症災害と

いう３つの見地から、「繰り返し襲う災害、避けては通れな

い災害とともに生きる社会とはどうあるべきなのか」「災害

に向き合う私たちにどんな未来が待っているのか」をテー

マに 3 名の先生（災害科学国際研究所 今村文彦所長、理学

研究科 須賀利雄教授、医学系研究科 押谷 仁教授）が対談

および講演を行いました。それぞれが関連する最新の研究

や災害対策について紹介するとともに、それらの共通点や

そこから見える新しいレジリエントな社会の在り方につい

て議論を交わしました。

　2020 年 9 月に公開された第 2 回オンラインシンポジウム「い

のちと生きる」では、いのちを想い、いのちに寄り添うことをテー

マとした 3 つの動画を配信しました。

　1 つ目の動画では、震災を契機に設立された本学東北メディカル・

メガバンク機構がこれまでに取組んできたバイオバンク構築の取組

や未来型医療に向けた研究について、シンガーソングライターの幹

miki 氏から山本雅之機構長へインタビューが行われました。

　2 つ目の動画では、震災直後の医療体制の整備に尽力し、現

在はドライブスルー方式の PCR 検査等にも従事している大学病

院の石井正教授より、震災と新型コロナウイルス感染症という 2

つの有事から見えてきた緊急時の医療活動の姿について、講演

が行われました。

　3 つ目の動画では、本学が発祥となった「臨床宗教師」の活

動について、文学研究科の谷山洋三准教授が TBS テレビプロ

デューサーの峠田浩氏と対談を行い、現代の新しいこころのケ

アの在り方について考えました。

第 1 回オンラインシンポジウム「災害と生きる」（2020 年 7 月開催） 第 2 回オンラインシンポジウム「いのちと生きる」（2020 年 9 月開催）

［特別対談］

津波災害×気象災害×コロナ災害から見えてくるもの（前編 / 後編）
［インタビュー］

震災から見えた未来型医療の可能性

［講演］

東日本大震災以降の
災害科学研究と今後の課題

［講演］

気候変動に伴う気象・海象災
害リスクの増大について

◀オンラインシンポジウムはこちらから視聴いただけます。
https://tohokuuniversity-lessonsfrom311.com/

（震災 10 年の知と未来事業 HP）◀オンラインシンポジウムはこちらから視聴いただけます。
https://tohokuuniversity-lessonsfrom311.com/

（震災 10 年の知と未来事業 HP）
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 東北大学復興アクション 2011-2021震災 10 年の知と未来事業

［出演者］

須田 善明 女川町長

高泉 元幸 氏（牡蠣養殖業）

木島 明博 教授（農学研究科）

［出演者］

保科 郷雄 丸森町長

義高 光 氏（百目木ガーデン & カフェ 代表）

八巻 孝志 氏（丸森町農林課林業振興班 班長）

門間 順一 氏（一般社団法人あずだす 副代表理事）

［出演者］

工学研究科　久田 真 副研究科長

農学研究科　小倉 振一郎 教授

東北アジア研究センター　高倉 浩樹 センター長

　2021 年 1 月に公開された第 3 回オンラインシンポジウム

「地域と生きる」では、「『地域』とは何か」という根源的な

問いへの答えを求めて、被災地である宮城県女川町と丸森

町において町民へのインタビューを実施しました。その結

果を受けて、3 名の先生（工学研究科 久田真副研究科長、

農学研究科 小倉振一郎教授、東北アジア研究センター 高倉

浩樹センター長）が、そこから見えてきた現代の地域の姿

や課題について、それぞれの知見から意見を述べました。

　2021 年 2 〜 3 月に公開された第 4 回オンラインシンポジ

ウム「探究と生きる」では、廃炉と宇宙ロボットという 2

つの分野で挑戦し続ける本学の 2 名の教員（原子炉廃止措

置基盤研究センター 渡邉豊センター長、工学研究科 吉田

和哉教授）と、そこで学んだ卒業生や同分野の学生たちを

取材しました。彼らの姿を通して、よりよい社会に向けた

情熱と知が未来へとつながっていく様子を伝えるとともに、

これからの時代に求められる研究の姿について考えました。

第 3 回オンラインシンポジウム「地域と生きる」（2021 年 1 月開催） 第 4 回オンラインシンポジウム「探究と生きる」（2021 年 2 〜 3 月開催）

◀オンラインシンポジウムはこちらから視聴いただけます。
https://tohokuuniversity-lessonsfrom311.com/

（震災 10 年の知と未来事業 HP）

［ドキュメンタリー］

「地域」ってなんだ？
～女川町編～

［ドキュメンタリー］

「地域」ってなんだ？
～丸森町編～

［対談］

「地域」ってなんだ？
～まとめ編～

［出演者］

原子炉廃止措置基盤研究センター　渡邉 豊 センター長

東京電力ホールディングス株式会社　大和田 賢治 氏

［対談］

廃炉 ～未知への挑戦～

◀オンラインシンポジウムはこちらから視聴いただけます。
https://tohokuuniversity-lessonsfrom311.com/

（震災 10 年の知と未来事業 HP）

　東日本大震災からの復興活動における大きなテーマの１つは、地域におけるコミュニ
ティの再生や地域産業の再興でした。私たちの生活の重要な基盤とも言える地域につい
て、どのような地域社会を目指していくべきか、持続可能な地域のためには何が必要か、
地域とともに生きる未来を震災 10 年の知をもとに考えます。

　東日本大震災は大きな被害をもたらしましたが、同時にそこからたくさんの知と新た
な技術が生まれました。震災復興は単なる原状回復のための取組ではなく、より豊かで
安全な未来社会を目指す挑戦でもあります。新たな時代を探究し続けることによって描
かれる未来の夢について、震災 10 年の知をもとに考えます。
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［出演者］

工学研究科　吉田 和哉 教授

［ドキュメンタリー］

険しき星をゆく！ ～宇宙ロボットたちの冒険～
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　2021 年 3 月 5 日（金）～ 3 月 11 日（木）、東北大学震災 10 周年シンポジウム「震災から新たな時代の新たな社会を興
す～復興の知と経験からともに生きる未来へ～」をオンラインで開催しました。
　本シンポジウムは、東日本大震災から 10 年を迎えるにあたり、本学がこれまでの復興アクションにより培ってきた
経験や知見を振り返るとともに、自然災害や感染症など新たな時代のあらゆるリスクに対してレジリエントでグリー
ンな未来社会の在り方を考えることを目指して開催されました。
　シンポジウムでは、来賓として文部科学大臣の萩生田光一氏、復興大臣の平沢勝栄氏、宮城県知事の村井嘉浩氏、仙台市長の郡和子氏より、それぞ
れご挨拶を頂戴しました。また、基調講演では、ひょうご震災記念 21 世紀研究機構理事長（兼）兵庫県立大学理事長の五百旗頭真氏、及び国際航業
株式会社代表取締役会長（兼）国連グローバル・コンパクトボードメンバーの呉文繍（サンドラ・ウー）氏より、それぞれご講演をいただきました。
さらにシンポジウムの総括として、本学の原信義理事・副学長と大野英男総長より、これまでの活動の総括と震災 11 年目以降の活動方針について、
ライブ配信での講演も行われました。この他、「被災地に向けた応援メッセージ」として、タレントの伊沢拓司氏とシンガーソングライターの川嶋あ
い氏から、それぞれ復興にかける想いや被災地への応援コメントが寄せられたほか、本学の復興アクションを紹介する動画や冊子「東北大学復興アク
ション（第 9 版）」も公開されました。
　開催期間中は延べ 25,000 名以上もの多くの方々が動画を視聴し、東日本大震災から 10 年が経過してもなお、本学の震災復興に向けた取組への高い
関心と今後の活動に対する期待が伺えました。

東日本大震災復興 10 年 
～大災害の時代を生きる～

五百旗頭 真 氏
（ひょうご震災記念 21 世紀研究機構理事長 / 兵庫県立大学理事長 / 元東日本大震災
復興構想会議議長）

　阪神・淡路大震災や東日本大震災をはじめ、頻発する大地震や昨今の
風水害など、大災害
の時代における日本
社会の復旧・復興対
応の変遷とその在り
方、そしてコロナ禍
を乗り越えるための
国際協調についてご
講 演 い た だ き ま し
た。

民間セクターにとっての 
東日本大震災からの10年と2030年に向けて

呉 文 繍（サンドラ・ウー） 氏
（国際航業株式会社代表取締役会長 / 東北大学災害科学国際研究所災害リスク研究
部門津波工学研究分野特任教授 / 国連グローバル・コンパクト ボードメンバー /
グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン理事）

　仙台防災枠組を通して企業の役割がどのように変化したのか、また日
本の民間セクターの
防災が国際的にどの
ような位置にあるの
かについてご説明い
ただいたほか、2030
年に向けて民間セク
ターさらには日本が
どのように取り組む
べきかについてご講
演いただきました。

震災から新たな時代の新たな社会を興す
～復興の知と経験からともに生きる未来へ～

［プログラム］

来賓挨拶
東日本大震災から 10 年を迎えて、それぞれの復興にかける想いや、これからの東北大学に対する期待などについてお話しいただきました。

基調講演

萩生田 光一　文部科学大臣 平沢 勝栄　復興大臣 村井 嘉浩　宮城県知事 郡 和子　仙台市長　　

被災地に向けた応援メッセージ
　震災以降、独自の復興支援活動を展開されてきたタレントの伊沢拓司氏とシンガーソングライターの川嶋あい氏から、震災当時やその後の復興活動
にまつわるエピソードや、被災地に向けた応援コメント等をお送りいただきました。

復興アクションの紹介
　本学がこれまでに取り組んできた「復興アクション」のうち、旧警戒区域内で
捕獲されたニホンザル等の試料を用いて低線量・低線量率放射線の長期にわたる
被ばくがヒトの健康にどのように影響するのかを研究している「被災動物の包括
的線量評価事業」について、紹介動画を配信しました。

放射線災害による環境や生物への影響を探る研究

鈴木 正敏 講師（災害科学国際研究所）

東北大学復興アクション 10 年の軌跡
原 信義 理事・副学長（社会連携・震災復興推進担当）/ 災害復興新生研究機構長　

　震災以降、災害復興新生研究機構を中心として推進してきた災害科学
や地域医療、廃炉などの８大プロジェクトや、教職員が自発的に展開し
てきた復興活動「復興アクション 100+」等について、その活動内容や成
果を紹介しました。また、そこから得られた知見や教訓として、研究分
野の垣根を越えた総合的なアプローチの重要性や社会との連携・共創の
必要性などについてまとめました。

グリーン未来の創造へ（11 年目以降の方針について）
大野 英男 総長

　震災 11 年目以降について、これまでの復興アクションにより培われた
経験や知見を継承・活用しながらも、環境問題や社会問題にも配慮する
ことで、さまざまな災害や感染症等に対してレジリエントで且つグリー
ンな未来社会の実現に挑戦していくことを宣言しました。また、その基
盤として新たに「東北大学グリーン未来創造機構」を立ち上げて活動を
展開していくことを発表しました。

総括

伊沢 拓司 氏
（タレント / 株式会社 QuizKnock 代表 /YouTuber）

川嶋 あい　氏
（シンガーソングライター）

「東北大学グリーン未来創造機構（Green Goals Initiative）」とは…
　これまで災害復興新生研究機構が推進してきた東日本大震災からの復興及び日本の新生に寄与するプロジェクトに加えて、「Green Technology」、「Recovery & 
Resilience」、「Social Innovation & Inclusion」の３つの柱のもとグリーン未来社会の実現に寄与するプロジェクトについても総括し、大学の総合力を以て全学組織的に社
会課題の解決へと貢献するための新たな組織です。今後はこの機構を中心として、震災復興により得られた知見や経験、教訓を活かしつつ、安心・安全で持続可能な社会
に向けた研究・社会連携活動等を推進することにより、地球温暖化をはじめとする環境及び社会問題を解決し、さらに自然災害や感染症等のあらゆる災害に対してもレジ
リエントなグリーン未来社会の実現を目指していきます。
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震災 11 年目以降の取組
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東日本大震災の復興からポストコロナ時代のレジリエント社会構築に向けて

2011
3.11

2011.04

社会とともにある大学として、東日本大震災からの復興で培った経験や　  　知見を活かし、ポストコロナ時代の豊かなレジリエント社会の構築に貢献

社
会
の
情
勢

本
学
の
動
き

東
日
本
大
震
災

2019　　  　　～ COVID-19

2015.03

災害復興新生研究機構設置、復興アクション開始

第 3回国連世界防災会議

2015.03 仙台防災枠組
2015.09 持続可能な開発目標 SDGs

2015.12 COP21 パリ協定

2017.11 第 1回世界防災フォーラム

2017.06

2019.11 第 2　　 　　回世界防災フォーラム

復興・新生に向けた重点研究の推進と社会実装

グリーン未来創造機構（Green Goals Initiative）設置       
環境および社会問題にも配慮した
災害・感染症にレジリエントな社会構築への挑戦

2015.07

2021.04

 東北大学「社会にインパクトある研究｣開始
重要な社会課題の解決を目的とした分野横断・学際研究の　　　　　展開

「指定国立大学法人｣に指定
東北大学版SDGsとして一体的に　　　 　　活動を展開、あらゆる社会的リスク・課題に対してレジリエントな社会の実現を目指す

2018.11 「東北大学ビジョン　 　　　2030｣策定
震災復興から持続可能　　　　　な社会創造を見据えた新たな課題解決型研究の展開

　　　　　　 2020.07 「コネクテッド ユニバーシティ戦略｣策定
ポストコロナ時代への挑戦開始

国際社会の
三大アジェンダ

2015年

防災 ISO規格
の制定

ポストコロナ時代

・経済復興
・グリーンリカバリー
・SDGs の実現
・新たな社会システム

震災以降の
気付き

東日本大震災からの復興で得た経験と知見
・地域社会の持つ潜在力の再認識
・大学の研究シーズの有効活用の重要性 他

学内の　　 　　意識変化
・「社会　               とともにある大学」のアイデンティティの醸成 他

東日本大震災後の環境・社会の変化
・気候変動が原因の激甚災害の多発
・新型コロナウイルス感染症の世界的拡大 等
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 東北大学復興アクション 2011-2021特別メッセージ

　3.11 で亡くなった人たちは、どうもどこかで生きているような気がしてな

らなかった。どこか別のところで、亡くなった人たちがそろって、大人も子

供も明るく生きている。そして、私たちを見てはぼやいている。

　「いい加減、元気出せよ。こっちはみんな元気にやってんだからよォ」

　もしも本当にそうなら、大切な家族や友人知人を失った人たちも少しは楽

になるだろうな・・・と思っていた。

　というのも、町や産業の復興、再生と同じように重要なのは、喪失感を抱

える人々の心のケアである。私はそんな友人たちと会うたびに、そしてうつ

病や心の病に罹患したという話を聞くたびに考えた。国や行政組織はもちろ

んのこと、個人も立ち場に応じて、もっと心のケアに目を向ける必要がある。

私にできることは何だろうと。

　そんな中、東北大学が臨床宗教師養成プロジェクトをスタートさせた。

2012 年のことだ。「臨床宗教師」は、この時に初めて生まれた役割りである。

命名の岡部健医師は東北大医学部を出られた後、終生をホスピスなどの緩和

ケアに捧げ、過酷な体験をしている人たちを支え続けた。そうであるだけに、

東日本大震災の被災者の心と向き合うことがいかに重要かを、誰よりも感じ

ておられたのだと思う。

　臨床宗教師は、教派や宗派が異なる宗教者が養成講座を受け、専門家にな

る。仏教、キリスト教、禅道等々の、すでに宗教家である人たちが、さらに

専門的に学ぶ。むろん、信仰への勧誘は一切しない。

　私はかつて「臨床宗教師の養成を、東北大が始めたところがいい。何ら宗

教色のない国立大学が先陣を切り、全国に広がっていくのはいい」という報

道を読んだ。まさにその通りだ。実際、今では各地、各大学に広がっている。

医師や心理療法士とはまた別の、宗教を持った人であればこそ癒せる心の支

援というものはある。東北大学病院には、正規雇用で臨床宗教師がいること

からもわかる。

　すると 2018 年初夏、仙台の tbc 東北放送から「震災から 10 年を迎えよう

とする今、何かドラマが書けないか」と打診があった。

　私はすぐに「亡くなった人たちが、どこかで元気に生きている」という話

を書きたいと提案した。ドラマは『小さな神たちの祭り』というタイトルで、

絶大な人気の千葉雄大（多賀城市出身）を主役に、分刻みのスケジュールを

縫ってサンドウィッチマン（仙台市出身）も出演。結果、国内外の賞を多く

頂いたことは嬉しかった。

　だが私が何よりも嬉しかったのは、被災者から「元気が出た。うちの家族

も、みんなで楽しく生きているんですね」という言葉を、非常に多く頂いた

ことだった。

　臨床宗教師にはなれない私だが、東北大を挙げての心のケアに、ほんの少

し役に立てたかなと思わされたのだ。
（文中敬称略）

先陣を切った東北大

内館牧子（うちだて・まきこ）

脚本家。1948 年秋田県秋田市生まれ。

NHK 朝の連続テレビ小説「ひらり」、NHK 大河ドラマ「毛利元就」、

TBS 系列 tbc「小さな神たちの祭り」など作品多数。 2003 年 4 月に

東北大学大学院文学研究科修士課程入学。神事（しんじ）としてみた

相撲をテーマに宗教学を専攻し、2006 年 3 月に修了。 2005 年からは、

東北大学学友会相撲部総監督も務める。2011 年 4 月、政策会議「東日

本大震災復興構想会議」委員に就任し、以後東北・東日本の復興に尽力。 

2014 年 3 月には、東北大学災害復興新生研究機構シンポジウムにて「東

北の心技体―日本の横綱であるために―」と題して特別講演を行った。
ドラマ「小さな神たちの祭り」より　©tbc 東北放送
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